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〔巻頭言〕

2026年は，WBCやサッカーワールドカップ，アジ

ア大会など，国内外で注目を集めるスポーツイベント

が数多く開催される年となります．世界のトップレベ

ルで活躍するアスリートたちが示す高度な競技力や，

勝敗の先にある真摯な姿勢は，多くの人々に感動と勇

気を与え，スポーツの持つ力を改めて実感させてくれ

ます．とりわけ競技スポーツ分野においては，こうし

た国際大会が競技力の到達点を示すと同時に，次なる

課題を浮き彫りにする重要な機会ともなっています．

スポーツには，「する」「みる」「ささえる」という

三つの関わり方があり，それぞれが相互に影響し合う

ことで，その価値はより豊かなものとなります．競技

スポーツの現場では，アスリートの努力の背後に，指

導者やコーチ，トレーナー，医・科学スタッフ，さら

には大会運営や組織運営に携わる多くの関係者の支え

があります．また，スタジアムや映像を通じて応援す

る「みる」立場の人々の存在が，競技の魅力や社会的

意義をさらに高めています．これら多様な立場が一体

となることで，競技スポーツは単なる勝敗を超え，社

会に根づいた文化として発展していくのだと考えます．

本学スポーツ科学部は，今年で創設10周年という

節目の年を迎えます．この10年間で，スポーツを取

り巻く環境は大きく変化し，科学技術の発展のスピー

ドも一層加速しています．競技スポーツ分野において

も，データ解析や測定技術，トレーニング理論，医・

科学的サポートなどは日々進化しており，従来の知見

だけでは対応しきれない課題も増えつつあります．

競技スポーツ分野を中心とするスポーツ科学は，競

技力向上やパフォーマンス発揮に関わる研究にとどま

らず，コンディショニング，傷害予防，リカバリー，

指導法，チームマネジメントなど，極めて幅広い領域

を対象としています．しかし，研究によって得られた

結果と実践現場のすべてが，常に噛み合うとは限りま

せん．そこにこそスポーツの難しさがあり，同時に，

だからこそ探求し続けたくなる魅力があるのだと感じ

ます．研究と実践の間に生じるギャップに真摯に向き

合い，新たな視点や方法を模索し続ける姿勢が，次の

発展につながると考えます．

今後も，本学スポーツ科学部では，科学の進展を的

確に捉えながら，既存の枠組みにとらわれることな

く，新しい研究分野や学際的な連携を模索し続けてい

きたいと考えています．研究と実践の往還を重ねる中

で得られた知見を，競技スポーツの現場へと還元し，

次世代の競技力向上と人材育成に貢献することが，本

学部の重要な使命です．

本誌には，こうした問題意識のもとで取り組まれ

た，競技スポーツ分野を含む多様な領域からの研究成

果が掲載されています．それぞれの論文が新たな気づ

きや議論を生み，研究と実践を結びつける契機となる

とともに，スポーツの未来を考える一助となることを

期待しています．

最後に，本誌の発行にあたり，ご尽力いただきまし

たすべての皆様に，心より感謝申し上げます．

巻頭言（2025年度）

益子　俊志 a

a スポーツ科学部長・教授
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〔原著論文〕

１．はじめに

2011年10月30日に第 1回大会を開催した大阪マラ

ソンは，2025年で13大会目を迎えた．開催当初は，

マラソン（制限時間 7時間），チャレンジラン（制限

時間 1時間30分）の参加者 3万人であったが2020年

12月の報道 1)で，びわ湖毎日マラソンとの統合が発表

され第10回大会からエリートマラソン部門が加わった．

大阪マラソン組織委員会が公開している第32回資

料 2)によると，びわ湖毎日マラソンと統合する理由と

して，大会のグローバル化や，世界の主要なマラソン

大会は競技性を兼ね備えた市民マラソンが主流である

こと，国内外に大阪の都市魅力を発信，市民ランナー

にとって国内外のトップアスリートと一緒に走れる魅

力，トップアスリートが記録と勝利をかけて繰り広げ

るレースを沿道観衆が間近に見て応援できることなど

が挙げられている．

その後，2021年 7月13日の第33回大阪マラソン組

織委員会で正式に統合を決定した．当時の組織委員会

資料 3)では，統合することに加え，①統合初回の大会

は「第10回大阪マラソン・第77回びわ湖毎日マラソ

ン統合大会」の名称で令和 4年 2月27日に開催する

こと，②次回以降の大会名称は「大阪マラソン」とす

ること，③これまでの大阪マラソンの招待選手（男

女）と，びわ湖毎日マラソン（男子）を統合して，エ

リートマラソン部門を設け，この部門の企画運営は毎

新聞報道から見る大阪マラソンとびわ湖毎日マラソンの統合

Newspaper Reports on the Integration of the Osaka Marathon 
and Lake Biwa Mainichi Marathon

久保賢志 a，津吉哲士 b，三角さやか c，杉本厚夫 d

Kenji KUBOa，Satoshi TSUYOSHIb，Sayaka MIKADOc，Atsuo SUGIMOTOd

Abstract

 The study analyzed the reporting trends in the Yomiuri Shimbun and the Mainichi Shimbun, in relation to the merger of the 

Osaka Marathon and the Lake Biwa Mainichi Marathon, aiming to examine the intentions behind the merger.

 A comparison of frequently used words in both newspapers revealed common characteristic terms, including "Japan," "record," 

and "Olympics." The Yomiuri Shimbun frequently cited terms such as "representative", while the Mainichi Shimbun frequently cit-

ed terms such as "MGC." Hierarchical cluster analysis and media frame setting indicated that both newspapers’ reporting trends 

were similar and reflected the intentions of the Osaka Marathon Organizing Committee as announced at the time of the merger.

 These findings suggest that the newspapers’ coverage emphasized (1) raising awareness of the merger, (2) increasing its ap-

peal, (3) highlighting the desire to set records, and (4) improving the level of competition.

Key words:  Osaka Marathon，Lake Biwa Mainichi Marathon，Integration，Newspaper reports  

大阪マラソン，びわ湖毎日マラソン，統合，新聞記事

a 日本大学スポーツ科学部

 College of Sports Sciences, Nihon University
b 福山大学生命工学部

 Faculty of Life Science and Biotechnology Fukuyama University
c 園田学園大学人間健康学部

 Faculty of Human Health Sonoda University
d 子ども未来・スポーツ社会文化研究所

 Research Institute for the Future of Children and Sport Social Culture
ⅰ 日本陸連は2012年大会（第 2回大会）から後援として参入はしているが，組織委員会委員に入ったのは第10回大阪マラソン・第

77回びわ湖毎日マラソン統合大会からである．また，2022年大会（第10回大会）では，主催となっていたが，2023年大会（第11
回大会）からは共催に変更されている．

ⅱ 新たに主催や共催になったと同時に大会組織委員会にも日本陸連や毎日新聞社，NHKの関係者が加わっていることを補足する．
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市民ランナーの視点から捉えた，統合に関連する調

査報告 4)によると，市民ランナーとエリートランナー

の合同での出走には，62.9％のランナーが魅力的であ

ると回答している．また，翌年の調査報告 5)では，大

阪マラソン2024を選択した理由として「トップアス

リートが走るから」と回答したのは，大いに関係して

いる（9 .1％），まあまあ関係している（17.7％）と

され，選択理由としては関係が薄いことが報告されて

いる．さらに，2025年の報告 6)では，市民マラソンと

エリートマラソン（びわ湖毎日マラソン）の統合につ

いて，回答率が28.5％ではあったが，好意的（54.1％），

非好意的（12.0％），どちらでもない（33.9％）とされ，

積極的な賛成は過半数を超えていることが報告されて

いる．しかし，これらは主に量的調査を採用した報告

であったことから，質問項目の特性上，市民ランナー

とエリートランナーの合同の出走についての可否や，

大阪マラソンの選択理由の一つに「トップアスリート

との出走」を含んでいること，統合に対する直接的な

賛否の問いで設計されている．そのため統合すること

で，具体的にどのような魅力があるかや，その特徴や

課題についての検証には至っていない．橋爪ら 7)は，

大阪マラソンの発展と可能性について，大阪マラソン

組織委員会会長のインタビューを用い，大阪マラソン

の 5つのキーワードに「新しい祭り」，「チャリ

ティ」，「（ランナーへの）大阪らしいホスピタリティ

日新聞社が担う旨が示されている．

表 1では，2019年から2025年の大阪マラソンの大

会名称，主催，共催についてまとめた．ここでは，第

10回大阪マラソン・第77回びわ湖毎日マラソン統合

大会から新たに主催として日本陸上競技連盟（以下，

日本陸連）ⅰ，共催として毎日新聞社と日本放送協会

（以下，NHK）の参入が確認できたⅱ．

我が国では，競技団体やステークホルダーの集合体

であるスポーツイベント組織（以下，イベント組織）

が権限を持って，特定の競技大会を開催しているケー

スがある．その背景には，新聞社やテレビ局といった

メディア企業が競技団体を創設時から支援し，協働し

てスポーツイベントを立ち上げ，育ててきた日本独自

のシステムの影響が挙げられる． 

大阪マラソンは，これまで読売新聞社が第 1回大会

から共催として関与をしてきたが，前述したように，

びわ湖毎日マラソンとの統合によって毎日新聞社や

NHKが遅れて共催として合流した．一つのスポーツ

イベントに新聞社が 2社以上共存することは珍しいこ

とではないが，大阪マラソン開催10回目での毎日新

聞社の合流は，エリート部門の企画運営役割と分担が

示されているとは言え，大規模で競技性の高いマラソ

ンイベントにおいては珍しい事例である． そのため，

国内における大阪マラソンとびわ湖毎日マラソンの統

合（以下，統合）に関する研究事例も少ない．

表１　大阪マラソンの大会名称と主催，共催者（2019年第9回～2025年第13回大会）

※大阪マラソン組織委員会資料，HPを参照の上筆者で作成

開催年 大会名称 主催 共催 備考

2019年12月1日 第9回大阪マラソン ～OSAKA MARATHON 2019～
大阪府、大阪市、

（一財）大阪陸上競技協会
読売新聞社

2020年11月29日 第10回大阪マラソン
大阪府、大阪市、

（一財）大阪陸上競技協会
読売新聞社

新型コロナウイルス感染症

の状況等に鑑み中止。

2022年2月27日

第10回大阪マラソン・第77回びわ湖毎日マラソン統合大会

兼 ジャパンマラソンチャンピオンシップシリーズ

兼 オレゴン2022世界陸上競技選手権大会マラソン 日本代表選手選考競技会

兼 杭州2022アジア競技大会 マラソン日本代表選手選考競技会

兼 マラソングランドチャンピオンシップチャレンジ

（公財）日本陸上競技連盟、

大阪府、大阪市、

（公財）大阪陸上競技協会

読売新聞社、毎日新聞社、

NHK

新型コロナウイルス感染症

の状況等に鑑みエリート部

門のみ開催。

2023年2月26日

大阪マラソン2023 ～OSAKA MARATHON 2023～（第11回大阪マラソン）

ジャパンマラソンチャンピオンシップシリーズ

兼 ブダペスト2023世界陸上競技選手権大会 日本代表選手選考競技会

兼 杭州2022アジア競技大会 日本代表選手選考競技会

兼 マラソングランドチャンピオンシップチャレンジ

大阪府、大阪市、

（公財）大阪陸上競技協会

読売新聞社、毎日新聞社、

NHK、（公財）日本陸上競技

連盟

2024年2月25日

大阪マラソン2024 ～OSAKA MARATHON 2024～（第12回大阪マラソン）

兼 ジャパンマラソンチャンピオンシップシリーズ・男子GS／女子G2

兼 マラソングランドチャンピオンシップファイナルチャレンジ（男子）

～パリ2024オリンピック競技大会 日本代表選手選考競技会～

大阪府、大阪市、

（公財）大阪陸上競技協会

読売新聞社、毎日新聞社、

NHK、（公財）日本陸上競技

連盟

2025年2月24日

大阪マラソン2025 ～OSAKA MARATHON 2025～（第13回大阪マラソン）

兼 ジャパンマラソンチャンピオンシップシリーズ・男子G1／女子G2

兼 東京2025世界陸上競技選手権大会 日本代表選手選考競技会（男子）

大阪府、大阪市、

（公財）大阪陸上競技協会

読売新聞社、毎日新聞社、

NHK、（公財）日本陸上競技

連盟



新聞報道から見る大阪マラソンとびわ湖毎日マラソンの統合

9

精神」，「高い競技性」，これらを総合して「世界から

注目されるマラソン」を挙げている．そのうち，「高

い競技性」と「世界に注目される大会」についてはこ

れからの課題として位置づけ，統合に関しては論じら

れていない．

びわ湖毎日マラソン側から，大会組織はどのような

対応や手続きを取り，大阪マラソンとの統合に進んだ

のかをキーパーソンに確認し考察した研究 8)では，単

体のエリートマラソン大会が抱える課題を「ラベル

（格付け）」，「高速化」，「大規模化」の 3つに設定して

分析した結果，「ラベル（格付け）」は，副次的な要素

に留まり，両マラソンの統合に向けた直接的な要因で

はないとし，「高速化」と「大規模化」は，それぞれ

の課題に対応していくうちに，マラソンビジネスモデ

ルの限界に結びついていくことで統合に向かったと示

唆している．しかし，ここでは大阪マラソン側からの

視点形成がされておらず，捉え方に課題が残る．

そこで本研究では，統合に関係が深いと考えられる

読売新聞と毎日新聞の報道の傾向を読み取り，どのよ

うな意図をもって統合されたかを分析することを目的

とし，そのうえで統合に関する研究事例の蓄積も念頭

に置くこととする．

２．研究方法

2.1　分析対象と分析期間

分析期間は，統合発表時の2020年12月26日から統

合大会の第 2回大会が終了するまで2024年 2月24日

とし，「大阪マラソン　統合」の用語をキーワードと

して，読売新聞，毎日新聞の記事を検索して整理し

た．本研究では，統合を扱うことから「びわ湖毎日マ

ラソン　統合」もキーワードで検討したが，両紙の記

事を確認したところ，統合の用語が掲載される際に

は，大阪マラソンとびわ湖毎日マラソンがセットに

なっていることから「大阪マラソン　統合」のみを

キーワードとした．記事収集には，読売新聞のデータ

ベースである「ヨミダス」と，毎日新聞のデータベー

スである「毎索」を利用した．

2 .2　分析の方法

ヨミダス，毎索で抽出した記事を読み取り，記事数

の推移を示したうえで，統合に対してどのような報道

がなされていたかを検証する．続いて，「大阪マラソ

ン　統合」に関連する読売新聞，毎日新聞の新聞記事

のデータ分析としてテキストマイニングを行う．ソフ

トは，KH Coder（ver.3 .00）を用いた．テキストマイ

ニングでは，頻出上位20語の比較および階層的クラ

スターの分析を行い，各クラスターの構成する用語や

報道傾向を読み取り，特徴を検討したうえでメディ

ア・フレームを作成する．メディア・フレームの名

称・内容には，スポーツマネジメント，スポーツ社会

学，スポーツ教育学を専門とする研究者らの協力を得

て確認を依頼し，文脈に即した適切な表現となるよう

精査した． 

2 . 3　研究方法の妥当性

近年，新聞報道をKH Coderで分析した研究は様々

な領域で多様に行われている．

藤森ら 9)は東日本大震災後を対象に，加藤ら 10)は熊

本地震におけるライフライン被害を対象とし，いずれ

も全国紙と地方紙の用語の出現率やその変化，語と語

の共起関係などを比較し，その傾向を論じている．白

石 11)は，「発達障害」の言説について朝日新聞を対象

とし，頻出語や共起ネットワークを分析し，特徴語を

あげている．柳瀬 12)は，放射性セシウム汚染牛問題

を題材に，朝日新聞の記事分析を行い，頻出語のクラ

スター分析をしたうえでメディア・フレームを作成

し，その問題について考察している．

スポーツ分野に関連する内容では，森津 13)が2020

年の東京オリンピックにおけるスポンサーシップと新

聞報道について，スポンサー新聞と非スポンサー新聞

の大会前後での頻出語の差や，「オリンピック」関連

語を示し，その語られ方について論じている．清宮 

ら 14)は，静岡新聞を対象に，頻出語，共起ネット

ワークを示し，県内のプロスポーツチームとステーク

ホルダーの関係性について分析している．久保ら 15)

は，「高校スポーツ」の用語をキーワードとし，朝日

新聞と毎日新聞の記事を分析したうえで，頻出語の提

示，階層的クラスター分析を行い，メディア・フレー

ムを作成し，高校スポーツにおける教育とビジネスの

葛藤を明らかにしている．

これらの先行研究を踏まえ，本研究においてもKH 

Coderを使用したテキストマイニングが有効であると

判断した．
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市民マラソンを一つにした大規模マラソンを重視する

世界陸連の方針を考慮し，国内外のトップ選手が出場

するびわ湖毎日を，国内では東京マラソンに次ぐ規模

の市民ランナーが参加する大阪マラソンと統合し，発

展させる」，「国内最大規模の 3万8000人が参加する

東京マラソンのように，五輪代表選考会を兼ねた市民

マラソンが人気を集めている．統合後の大会が代表選

考会を兼ねることになれば，東京，大阪の国内２大

都市に同様のレースがそろうことになる」，「世界陸連

はトップ選手のレースと市民マラソンを一つにした大

規模マラソンを重視しており，国内外のトップ選手が

出場するびわ湖毎日と大阪マラソンが互いの特徴を統

合することで，発展させる」など，読売新聞と同様に

両マラソンの特徴を生かし，統合することで大会の規

模やグレードが格上げされると報じている．

両紙ともに，市民マラソンとエリートマラソンが合

流することでの規模や知名度，競技力に対する期待感

や，メリットを説明し，東京マラソンに次ぐ国内屈指

のマラソン大会であることを主張していた．一方で，

ここでも両紙による統合の意図に差を見ることができ

た．読売新聞では，大阪マラソンにびわ湖毎日マラソ

ンのエリート部門が，統合されるような表現がなさ

れ，毎日新聞では対等な統合を意識づける表現が読み

取れた．

３．結果と考察

3.1 　統合に対する両紙の記事内容の分析

2020年12月26日～2024年 2月24日までの記事数は

読売新聞39件，毎日新聞48件となり，その推移を図

1に示した．毎日新聞では，2024年大会時にも大阪マ

ラソンとびわ湖毎日マラソンを表記したうえで統合を

強調しているのに対し，読売新聞では2023年11月の

記事を最後に，びわ湖毎日マラソンとの統合について

は記載されていなかった．これは読売新聞が，統合さ

れる側のびわ湖毎日マラソン（毎日新聞）と統合する

側の大阪マラソン（読売新聞）という構図を描きた

かったのではないかと考えられる．

続いて，両紙の記事の中から統合の意義について語

られているものを抽出した．読売新聞の報道 16-18)では

「日本代表選考レースとして発展してきたびわ湖毎日

は今回から，国内屈指の大規模市民マラソンである大

阪マラソンと統合した」，「今大会は一般約 3万2000

人，国内外の招待選手がともに走る国内屈指の都市型

大会となる」，日本陸連の会長の発言を引用し「びわ

湖毎日マラソンから継承する『エリートマラソン部

門』は，大阪マラソンの世界的な知名度を上げるエン

ジンの役割を担うと思います」など，国内屈指や世界

的といった表現を使用し報じている．

毎日新聞の報道 19- 21)では，「トップ選手のレースと

 

図１ 読売新聞と毎日新聞の記事数推移（2020 年 12 月 26 日～2024 年 2 月 24 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１　読売新聞と毎日新聞の記事数推移（2020年12月26日～2024年2月24日，単位：件）
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3 . 3　 両紙の階層的クラスター分析の比較とメディ

ア・フレーム

両紙の出現頻度上位20語に階層的クラスター分析

（Jaccard距離に基づく凝集型，Ward法）を行った．階

層的クラスター分析の際は， KH Coder が出力するデ

ンドログラムを分析過程の補助資料として用い，先行

研究の柳瀬 12)や久保ら 15)を参考に，結果提示は語の

所属クラスターを示す表形式とした．この結果，各紙

４つのクラスターに分類され，クラスター番号には

差があるものの，全体的に類似傾向が確認できた 

（表 3，表 4）．

読売新聞のクラスター1では，「2月」，「大会」，

「統合」，「大阪」，「開催」，「統合大会」，「大阪マラソ

ン」，「びわ湖毎日マラソン」の用語で構成された．こ

れは毎日新聞のクラスター4で構成される「大会」，

「開催」，「大阪」，「びわ湖毎日マラソン」，「大阪マラ

ソン」，「統合」と類似しており，いずれも統合の事実

を報じ，統合がもたらすインパクトや，認知に関する

記事が確認できたことから，「統合に対する認知向上

フレーム」と命名した．一方，ここでも読売新聞は，

びわ湖毎日マラソンが大阪マラソンに「統合される」

の表現を使用し，毎日新聞は，びわ湖毎日マラソンと

大阪マラソンが「統合されて」という言葉を使用し，大

阪マラソンに吸収合併されたような表現を避けていた．

続いて，読売新聞のクラスター2では，「コース」，

「参加」，「ランナー」，「走る」の用語で構成された．

これは毎日新聞のクラスター3で構成される「参

加」，「ランナー」と類似しており，トップランナーと

市民ランナーの融合，コースの難易度の緩和，参加者

の規模に関連する記事が確認できたことから，「統合

による魅力拡大フレーム」と命名した．

読売新聞のクラスター3では，「マラソン」，「記

録」，「日本」の用語で構成された．これは毎日新聞の

クラスター1で構成される「選手」，「記録」，「日本」

と類似しており，日本記録という言葉を中心に，記録

に関連する記事が多く確認できた．よって，大阪マラ

ソンが求めていたものが記録であると推察されること

から，「大阪マラソンの欲求フレーム」と命名した．

読売新聞のクラスター4では，「選手」，「レース」，

「出場」，「代表」，「五輪」の用語で構成された．これ

は毎日新聞のクラスター2で構成される「MGC」，

3.2　両紙の頻出語

頻出語にどのような特徴があるかを分析した．両紙

の出現頻度上位20語の比較を表 2に示した．この中

で，特徴的な用語としては「日本」（読売33回，毎日

65回）や，「記録」（読売61回，毎日77回），「五輪」

（読売33回，毎日48回），「代表」（読売36回），

「MGC（Marathon Grand Championship）」（毎日78回）

が挙げられた．「日本」や「記録」に関する記事で

は，統合前の最後のびわ湖毎日マラソンで鈴木選手が

記録した 2時間 4分56秒の日本記録や，統合後初の

大会で星選手が記録した初マラソンの日本最高記録

（2時間 7分31秒）に関する記事を中心に，記録に対

する注目の高さが見られた．「五輪」，「代表」，

「MGC」では，統合により大阪マラソンがパリ五輪，

MGC選考の対象レースとなることで，これまでの市

民マラソン単体だけでは取り組めなかった，競技力の

向上について述べられていた．

以上のことから，両紙ともに記録と競技力向上への

強いこだわりを示すことで統合の認知を高め，意義を

強調していると捉えることができた．

表２　読売新聞と毎日新聞による出現頻度上位20語の比較

※抽出の際は，名詞，サ変名詞，地名，副詞可能，動詞を対象とした．

表２ 読売新聞と毎日新聞による出現頻度上位20語の比較

大会 (143) 大会 (215)
大阪マラソン (119) マラソン (160)
びわ湖毎日マラソン (99) びわ湖毎日マラソン (158)
マラソン (85) 大阪 (140)
大阪 (66) 大阪マラソン (111)
記録 (61) 選手 (110)
選手 (54) 開催 (98)
参加 (50) レース (88)
ランナー (48) 参加 (80)
開催 (48) ＭＧＣ (78)
統合 (46) 記録 (77)
レース (45) 走る (75)
走る (44) 優勝 (70)
２月 (42) コース (67)
コース (40) 日本 (65)
出場 (39) ２月 (57)
統合大会 (38) ランナー (54)
代表 (36) 統合 (51)
五輪 (33) 出場 (49)
日本 (33) 五輪 (48)

〔毎日新聞〕抽出語（出現回数）〔読売新聞〕抽出語（出現回数）
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向の類似点が多数確認できたことから，発信の際は，

両紙である程度の意思疎通が図られていることも示唆

される．

４．まとめ

ここまで，統合に関係が深いと考えられる読売新聞

と毎日新聞の報道の傾向を読み取り，どのような意図

をもって統合されたかを分析してきた．

統合に関する記事数の推移では，両紙ともに前向き

ではあるものの，毎日新聞の方が統合という言葉には

強い意識があると捉えることができた．統合に対する

読売新聞と毎日新聞の記事内容では，市民マラソンと

エリートマラソンの融合を好意的に捉え，規模や知名

度，競技レベルに対する期待感を報道し，国内屈指の

マラソン大会になったことを発信していた．この背景

には，アボット・ワールドマラソンメジャーズ（Ab-

bott WMM）と呼ばれる世界で最も大規模な 7つのマ

ラソン大会の一つである東京マラソンを意識したもの

であると考えられる． 

東京マラソンは，第 1回大会（2007年）から約 3

万人の市民ランナーが参加する一方で，同時にエリー

トレースを併設し，世界選手権や五輪の代表選考会と

しての機能を早期に確立してきた．これに対し，大阪

マラソンは2011年の創設以来，市民参加型を基盤と

した大会であり，エリート部門は，びわ湖毎日マラソ

ンとの統合（2022年）によって初めて新設された経

「出場」，「五輪」，「走る」，「マラソン」，「優勝」，「2

月」，「レース」，「コース」と類似しており，代表選考

レースや五輪代表という言葉を中心に，競技力の向上

やレースの格上げ，コース難の解消といった競技レベ

ルに着目した記事が確認できたことから，「競技レベ

ル向上フレーム」と命名した．

このように階層的クラスター分析では，頻出語が類

似傾向にあったことから，クラスターの階層番号は異

なるものの，両紙では全体的に共通した報道傾向にあ

ることが分かった．主な傾向として設定したメディ

ア・フレームから解釈すると，①統合に対する認知向

上，②統合することでランナーの拡大や規模の拡大と

いった高まる魅力の説明，③これまでの大阪マラソン

に足りなかった記録に対する欲求，④五輪や世界選手

権の代表選考レースに出場するための資格を得ること

で繋がる競技レベル向上にフォーカスされていること

が明らかになった．

このことから，共催社の新聞報道は，統合時に発表

された大阪マラソン組織委員会の第32回資料 2)で示さ

れた，大会のグローバル化，世界の主要なマラソン大

会になるための競技性を兼ね備えた市民マラソン，国

内外に大阪の都市魅力を発信，市民ランナーにとって

国内外のトップアスリートと一緒に走れる魅力，トッ

プアスリートが記録と勝利をかけて繰り広げるレース

を沿道観衆が間近に見て応援できる，ことを忠実に意

識して発信されていると結論づけた．そして，報道傾表３ 読売新聞記事の階層的クラスター分類

クラスター番号 構成する用語 出現数の合計（回）

クラスター1
2月（42），大会（143），統合（46），大阪（66），開催（48），統合
大会（38），大阪マラソン（119），びわ湖毎日マラソン（99）

601

クラスター2 コース（40），参加（50），ランナー（48），走る（44） 182
クラスター3 マラソン（85），記録（61），日本（33） 179
クラスター4 選手（54），レース（45），出場（39），代表（36），五輪（33） 207表４ 毎日新聞記事の階層的クラスター分類

クラスター番号 構成する用語 出現数の合計（回）
クラスター1 選手（110），記録（77），日本（65） 259

クラスター2
MGC（78），出場（49），五輪（48），走る（75），マラソン
（160），優勝（70），2月（57），レース（88），コース（67）

692

クラスター3 参加（80），ランナー（54） 134

クラスター4
大会（215），開催（98），大阪（140），びわ湖毎日マラソン
（158），大阪マラソン（111），統合（51）

773

表３　読売新聞記事の階層的クラスター分類

表４　毎日新聞記事の階層的クラスター分類
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ディア・フレームの設定においては，両紙の報道傾向

が類似し，統合時に発表された大阪マラソン組織委員

会の意向を汲んだ報道がなされていた．これは，両社

ともに共催になっていることから統合に関する批判が

できないというバイアスがあったのではないかと推察

される．

また，報道傾向は類似しているものの，統合する側

である読売新聞と統合される側の毎日新聞では，統合

に対する言葉の捉え方に差があることも確認できた．

これは，びわ湖毎日マラソンや旧福岡国際マラソンが

相次いで統合・廃止されたことにより，従来型であっ

た単独でのエリートマラソンの存続が難しくなってい

る状況が示された一方で，市民参加型を基盤とする都

市型マラソンの存在感の高まりが，国内エリートマラ

ソンの構造に変化を及ぼしたのではないかと考えられ

る．

以上のことから，本研究において読売新聞と毎日新

聞の報道から統合は，①統合に対する認知向上，②統

合することによる魅力の高まり，③記録に対する欲

求，④競技レベル向上に着目し発表されていることが

明らかになった．

他方で，同一組織ではあるものの，役割が異なる大

阪マラソンの共催である読売新聞社と毎日新聞社，報

道機関として捉える両新聞社の報道を，どこまで関連

づけるかという点に関しては課題が残るが，希薄な関

係性でないことは自明視される．今後は，これらの関

係性についてそれぞれの立場からの検証が必要である

と考えられる．
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〔原著論文〕

１．緒言

1. 1 小学生の放課後児童クラブの現状

共働きや働き方の変容により，小学生の子育てをす

る人にとって学童保育は欠かせない社会インフラと

なっている 1)．こども家庭庁 2)によると，小学生を預

かる放課後児童クラブ（以下，学童クラブ）を利用で

きなかった児童は，前年より1,410人増の17,686人と

なった．コロナ禍で減少した時期はあるものの，学童

クラブを利用できなかった児童は2002年以降，増加

傾向にある．

東京都福祉局 3)によると，2024年度の学童クラブ待

機児童数は3,731名に上り，2020年以降，学童クラブ

待機児童数の推移は増加傾向にあることから学童クラ

ブの整備は急務である．東京都内の学童クラブは，公

設公営（517箇所），公設民営（1,227箇所），民設民営

（237箇所）に区分される．実施場所別学童クラブ数

は，児童館（380箇所），学校の余裕教室（618箇

所），学校敷地内専用施設（480箇所），公有地・民有

地専用施設（223箇所），その他（280箇所）があるも

のの，学童クラブの需要に対し供給が不足している現

状である．このような状況において，学童クラブ数に

ついてこども家庭庁と文部科学省は，「放課後のこど

もの豊かな時間，安全・安心な居場所を確保すること

は，次代を担う人材を育成する視点で重要であり，ま

た，共働き家庭等が直面する『小１の壁』を打破する

大学主体のスポーツ教室は保護者が抱える課題解決に

どのような貢献ができるのか
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また，この調査を検討するにおいては，文化資本の

再生産論を手掛かりとした．

教育達成過程に通じて，荒牧 10)は，「家庭の文化・

価値志向・規範等が，学力や学習態度等の形成に影響

するというのは，文化的再生産論の代表的な主張」と

述べ，子どもに対する親の影響力の高さについて触れ

ている． 

山本ら 11)は，ブルデュー12)を引用しながら文化的再

生産を「上位階層集団が保有する正統的文化資本を親

世代から継承した子どもが，他の階層の子どもよりも

有利な立場で高い学歴を獲得し，親世代と同様の上位

階層に位置付けられてゆく過程」と説明し，文化資本

の再生産を考えるうえで，親世代から受ける影響力の

関係性を論じている．しかし本研究では，社会学理論

を分析枠組みとして直接適用するのではなく，保護者

の課題認識と子どもの変化との関係性に着目するため

の背景的視点として先行研究を位置づけるものとする． 

このように，文化資本の再生産論を手掛かりにする

と，親が子どもに与える影響力は顕著であり，親の考

えや視点を捉えることは，子どもの教育変容を考える

うえで不可欠な要素であると考えられる．

以上の課題認識を踏まえ，本研究では，保護者と子

どもという異なる調査主体を順次的に接続する研究手

法として，混合研究法を採用する．

1. 3 混合研究法による研究アプローチの検討

本研究では，質的調査と量的調査を組み合わせた混

合研究法を採用する．クレスウェルら 13)によると，

混合研究法とは，哲学的過程と探究の研究手法をもっ

た調査デザインであり，方法論として，データ収集と

分析の方向性，調査プロセスにおけるフェーズで質的

と量的アプローチの混合を導く哲学的過程を前提とし

ている．続けて，混合研究法の定義の一つとして，質

的・量的データの双方を収集・分析でき，単一的，多

元的な研究にも適用可能であるとしている．さらに，

研究課題に対し，量的または質的研究のどちらかだけ

を用いるより，包括的な証明が提供でき，使用可能な

研究手法を自由に使えることから実用的で，数字と言

葉の両方を使って問題を解く傾向があり，帰納的，演

繹的思考を結合させると論じている．

混合研究法を用いた研究は，教育学や社会学分野を

観点から喫緊の課題である 4)」と述べている．この解

決のひとつとして，大学スポーツ構想会議 5)では，大

学が有するスポーツ資源（人材，施設，知識）を活用

し，地域課題の解決や社会変革の実現に向けて提言し

ている．

これらの課題を検討するにあたり，本研究では，大

学主体のスポーツ教室に対して保護者がどのような課

題意識を抱いているのかを事前に把握し，その課題が

実践を通じて子ども自身にどのような変化として現れ

るのかを順次的に検討する研究手法を採用する．本研

究は，特定の理論概念への直接的な対応づけを目的と

するものではなく，大学主体のスポーツ教室における

実践の意義を示し，混合研究法による研究手法の有効

性を検討する点に主眼を置くこととする． 

1. 2 本研究における視点の整理

これまで大学が主体となって実施してきたスポーツ

教室では，子どもらに指導を行った大学生の視点に着

目し，支える観点から楽しさを明らかにするもの 6)

や，保護者の視点から子どもらの楽しさの計測を試み

たもの 7)，大学の資源を活かし働く世代・子育て世代

の女性を対象にヨガやピラティスを中心とした運動教

室の提供に関する報告 8)，元エリート競技者の指導と

大学の専門施設を提供し参加者や指導者の視点から

コーチング効果を検証したもの 9)など，大学生，参加

者の保護者，参加者，指導者を対象に実践研究が行わ

れてきた．これらの研究は，個人または複数のステー

クホルダーの視点から分析されているものの，ステー

クホルダー同士の関係性について，社会学分野の理論

を援用または応用し，その関係性を捉えたうえで調

査，分析する手順は取られていない．

そこで本研究は，これまでの先行研究とは異なる調

査方法を実施する．具体的には，保護者を対象とした

探索的調査によって課題を抽出し，その結果を基に子

どもを対象とした検証的調査を実施するという，質的

調査と量的調査を統合する混合研究法（mixed meth-

ods research）に基づいて分析を行う．この研究方法

を用いることで，大学主体のスポーツ教室における実

践の意義を，単なる事後評価にとどめることなく，保

護者の課題認識と子どもの変化を関連づけて捉えるこ

とを可能にする．
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中心に，探索的調査によって仮説や課題を抽出し，量

的調査によってその妥当性を検証する手続きとして用

いられてきた．スポーツ教育学分野の四方田ら 14) 

は，英語圏の研究者がどのような意図で混合研究方法

を選択・記述してきたかを考察した．その上で，混合

研究方法論の発展は，国内の体育科教師教育研究にお

いて，今後さらなるテーマの探求を可能にすると述べ

ている．また村井ら 15)は，混合研究法を用いた体育

授業研究の方法論を整理し，研究目的やデザイン，結

果の提示方法などの動向を明らかにしている．一方

で，従来のスポーツ実践研究の多くは，調査対象を単

一の主体に限定した分析に留まっている．これに対

し，異なるステークホルダー間の認識や変化を順次的

に関連づける本研究の手順は，従来とは一線を画す方

法論的な試みである．

以上のことから，本研究の特徴は，①保護者を対象

とした探索的調査により課題を抽出し，それが子ども

にどのように反映・変容されるかを検証した点，②混

合研究法を地域スポーツ教室（以下，実践）の評価に

応用した点にある． 

大学が主体となって実施する地域スポーツ教室に関

する先行研究では，前述の通り，指導者や大学生の視

点，参加者である子どもの変化，あるいは保護者の評

価といった，特定のステークホルダーに着目した分析

が多く行われてきた．しかし，保護者が事前に抱く期

待や課題意識と，実践後における子どもの意識や行動

の変化とを同一の研究枠組みの中で接続し，検証する

手続きは十分に検討されていない．

地域スポーツ教室においては，参加の意思決定を行

う保護者と，実際に活動する子どもとでは，立場や関

心，経験が異なる．そのため，保護者の語りから課題

を探索する質的調査と，子どもの変化を測定する量的

調査を個別に実施するだけでは，その教室が子どもに

とって真に意義あるものになっているかを包括的に捉

えることは難しい．むしろ，保護者の語りから抽出さ

れた課題を出発点とし，それらが実践を通じて子ども

の意識や行動にどう反映され，どのような変容をもた

らしたのかを検証するべきである．こうした統合的な

調査設計こそが，スポーツ教室が子どもにとって持つ

真の意義を解明するために不可欠となる．

そこで本研究では，①保護者を対象とした自由記述

による定性的・探索的調査と，②子どもを対象とした

質問紙調査による定量的・検証的調査を順次的に実施

し，両者を統合的に分析する混合研究法を用いる．こ

の手続きにより，実践に対して保護者が抱える課題を

可視化するとともに，大学主体の実践がそれらの課題

解決にどのように寄与し得るのかを検討する．

２．研究目的

本研究の目的は，民学連携による実践を対象に，保

護者の課題認識と子どもの変容を順次的に接続して捉

える研究手法としての混合研究法の有効性を検討する

ことにある．あわせて，その枠組みを用いることで，

大学主体の実践に対して保護者が期待する課題と，そ

れらが子どもにどのような達成・変容として現れるの

かを明らかにする．

３．研究方法

3. 1 対象

実践が開催されたB地域内に住む小学校1～3年生

の子ども（41名），及びその保護者（44名）を対象と

した．

3. 2 実施内容

対象とする実践は，性別や運動経験を問わず，対象

地域に住む多様な地域の子どもらが参加し，体を動か

す楽しみや，大学生との活発な交流を目的に開催し

た．具体的には，大学のアリーナを使用して，7月30

日（水）の10時30分から2時間の体つくり運動を

ベースとしたスポーツ教室を実施した．実施した内容

や目的は表1に示す通りである．なお，運動プログラ

ムの作成及び体つくり運動の指導は，スポーツマネジ

メントや運動実践に関する研究実績を持つ大学教員と

レクリエーションイベントを定期的に開催する企業の

代表者が監修し，実践は運動経験のあるスポーツ系大

学生14名が担当した．

3. 3 分析の手順

3.3.1 保護者への定性的・探索的調査

第1フェーズでは，実践の開催前（2025年6月16日

～7月4日）に参加を希望する保護者へオンライン上

でアンケート形式のヒアリングを実施し，本実践に子
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の中から出現頻度上位20語について解析を行った．

続いて，各クラスターのフレーム名称を設定し，保護

者が本実践にどのような課題解決を期待しているのか

を検証した． 

3.3.2 子どもに対する定量的・検証的調査

第2フェーズでは，実践前後に参加した子どもへの

アンケート調査を実施し，第１フェーズの手続きで抽

出した保護者が捉えている課題を子ども自身がどの程

度達成できたのかを分析した．分析では，参加者の属

性と行動特性の変化や，アンケート結果の前後の変化

を捉えるために，対応のあるｔ検定と単純集計を行っ

た．ｔ検定の有意水準は5％未満とし，統計処理には

SPSS Statistics28を用いた．アンケートでは，リッ

カート型尺度の5段階評定を用いたが，ｔ検定の際は

これらの段階は間隔尺度を構成するものと仮定した上

で分析を進めた．

第1フェーズの自由記述の階層的クラスター分析に

おけるフレームの名称と，第1フェーズ，第2フェー

ズのアンケート調査の質問項目は，スポーツマネジメ

どもを「参加させようと思った理由（自由記述）」を

確認した．自由記述の分析には，KH Coder ver3.2を

用いた．　

テキストマイニングとは，計量的な分析手法を用い

てテキストデータを整理・分析し，内容分析（con-

tent analysis）を行うための方法である．これは，文

章の中から意味のある情報や特徴を抽出しようとする

技術の総称でもある．また，「頻出語の抽出」とは，

語の出現回数を数え，どの語がどの程度使われている

かを一覧化する手法を指す．さらに，「階層的クラス

ター分析」は，テキストデータから自動的に語を抽出

し，多変量解析を行うことで，分析者の主観的な理論

や予断をできるだけ排除しながら，用語を体系的に分

類する方法である．形態素解析には MeCab （IPA 辞

書）を用い，名詞・形容詞・動詞・副詞（基本形）を

対象とした． 

以上を踏まえ，自由記述の頻出語を抽出し，その頻

出語から階層的クラスター分析を行ったうえで，各ク

ラスターの特徴を検討した．その際，階層的クラス

ター分析は，出現回数3回以上の語を対象語とし，そ

表1 体つくり運動をベースとした大学生によるスポーツ教室のプログラム

日時：2025年7月30日（水），10時30分～12時30分

場所：A大学アリーナ

10:30 ～ 10:40

10:40 ～ 11:10

11:10 ～ 11:20

11:20 ～ 12:00

12:00 ～ 12:05

12:05 ～ 12:25

12:25 ～ 12:30

的目と容内習学成構ムラグロプ間時

▽オープニング
Ⅰ．主催者による本実践の経緯と目的の説明
Ⅱ．写真撮影

本実践の目的を参加者と保護者に説明し，本実践に対する意義と理
解を深める．写真は事前と事後に撮ることで参加者の表情や雰囲気
にどのような変化があるかを検討する補完資料とする．

▽ウォーミングアップを兼ねたアイスブレイク
Ⅰ．全員（参加者41名，大学生14名）で円状に並び，手をつないで点呼をしながら
グループ分け（2グループ）を行う
Ⅱ．おにごっこをアレンジした「王様を決めた氷おにごっこ（グループ対抗）」
※各グループ，1名の王様を決めて王様が捕まったり，もしくは自陣地のコーンが
取られると負けのルールを設定．グループ対抗戦が１勝１敗となったため，時間を
延長して３戦目を実施．

王様を決める作戦タイムで，参加者や大学生が互いにコミュニケー
ションを取ることで緊張の緩和を促し，氷おにごっこを実践すること
で体を動かす楽しみや，運動への自然な参加を目的とする．

休憩（次のプログラムの準備）
冷房完備のアリーナだが，給水や休憩をこまめに取ることで熱中症
対策を講じる．

▽学生達が考案した体つくり運動をベースとしたアクティビティの練習
Ⅰ．シャトル運び障害物競争＆ボールキックチャレンジ・コーンを倒せ
Ⅱ．フリスビーでゴールを狙え＆的当てボールスローチャレンジ
Ⅲ．大玉転がし障害物競争＆ストラックアウトの当てた数字の分だけ縄跳びチャレ
ンジ

学生たちが主体となってグループごと（3グループ）に検討した，
体つくり運動をベースとしたアクティビティの説明を参加者に分か
りやすく伝え，実践する．参加者は，学生の説明をしっかり聞き取
り，理解できているか実践をしながら確認する．

休憩
冷房完備のアリーナだが，給水や休憩をこまめに取ることで熱中症
対策を講じる．

▽学生達が考案した体つくり運動をベースとしたアクティビティのリレー競争
Ⅰ．シャトル運び障害物競争＆ボールキックチャレンジ・コーンを倒せ
Ⅱ．フリスビーでゴールを狙え＆的当てボールスローチャレンジ
Ⅲ．大玉転がし障害物競争＆ストラックアウトの当てた数字の分だけ縄跳びチャレ
ンジ
※氷おにと同様のグループに分かれ，練習してきたアクティビティをリレー形式で競
争し，チーム対抗戦を行う．

アクティビティの説明をして練習をサポートした学生，説明を受け
練習を実践した参加者の成果発表の場とする．また，チーム対抗戦
にすることでグループ内の仲間意識や競争をすることで運動の楽し
みを体感する．

▽クロージング
Ⅰ．振り返り
Ⅱ．写真撮影

振り返りを行い，今回のイベントの何が楽しかったか，次回への参
加意欲などをヒアリングする．写真は事前と事後に撮ることで参加
者の表情や雰囲気にどのような変化があるかを検討する補完資料と
する．

表１　体つくり運動をベースとした大学生によるスポーツ教室のプログラム

日時：2025年7月30日（水）, 10時30分～12時30分
場所：Ａ大学アリーナ　　　　　　　　　　　　  　
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て追検証する「探索的順次型混合研究法」に基づいた

統合的アプローチを，分析の基盤に据えた．

４．結果

4. 1 アンケートの自由記述から見る保護者が抱える

課題

ここでは，混合研究法の第1フェーズとして実施し

た保護者への探索的調査の結果を示す．

参加申し込みの際に，保護者44名から参加者の氏

名，性別に加え，「このプログラムにお子様を参加さ

せようと思った理由を教えてください」との自由記述

の回答を収集した．

自由記述の頻出上位20語（表2）では，頻出回数の

高い順に「体」（18回），「運動」（16回），「夏休み」

（12回），「動かす」（12回），「楽しい」（12回）となった．

続いて，頻出上位20語の階層的クラスター分析

（Jaccard距離，Ward法）を行い，分類されたクラス

ターの特徴を前述した複数の研究者らで読み解いた結

果，①運動への参加に対する課題，②夏休みの過ごし

方に対する課題，③環境に対する課題，④体を動かせ

たいという課題（保護者が子どもに身体活動を促した

いという意図），の4つの課題を抽出した（表3）．

ント，スポーツ社会学，コーチング学，スポーツ教育

学を専門とする研究者らに協力を得て確認を依頼し，

フレームの名称・内容については文脈に即した適切な

表現となるよう精査し保護者の課題を抽出した．アン

ケート調査の質問項目においても，研究意図の共通理

解を図ったうえで設定した．

倫理的配慮として，アンケート調査の目的，方法は

事前に募集サイトで告知し，承諾を受けて実施した．

さらに，調査への協力は自由意思に基づくものであ

り，一度同意した場合でも，いつでも同意を撤回でき

ることを対象者に説明した．

3.3.3 質的・量的調査の接続

本研究は，保護者を対象とした定性的・探索的調査

を先行し，その結果をもとに子どもを対象とした定量

的・検証的調査を実施する探索的順次型混合研究法

（exploratory sequential design）を採用した．このこと

は，両調査が独立したものではなく，第1フェーズで

抽出された課題を第2フェーズで検証するという接続

関係にあることを示す．

第1フェーズの定性分析では，保護者の自由記述

データをKH Coderにより分析し，階層的クラスター

分析を通して複数の語群が抽出された．これらの語群

は，スポーツ教室における保護者の認識や期待を反映

した課題（クラスター）として整理した． 

第2フェーズの定量調査では，各課題（クラスター）

を構成概念として操作化し，それぞれに対応する質問

項目を設定した．具体的には，子どもに対して教室参

加前後で同一項目の質問紙調査を実施し，事前・事後

の平均値を比較することで課題達成の程度を検証し

た．各課題について統計的に有意な変化が認められた

場合をもって，当該課題が達成されると判断した．

以上のことから，本研究では，保護者の視点から抽

出された潜在的な課題を，子どもの量的データによっ

表2 自由記述（保護者）の頻出上位20語（n=44）

抽出語 出現回数 抽出語 出現回数

体 18 思いっきり 4

運動 16 外 3

夏休み 12 学童 3

動かす 12 気持ち 3

楽しい 12 広い 3

遊ぶ 9 暑い 3

参加 6 体力 3

機会 5 涼しい 3

好き 5 夏 3

苦手 4 学ぶ 3

表3 自由記述（保護者）の階層的クラスター分析とクラスターの名称

フレーム名称 構成する用語 出現数の合計（回）

運動への参加に対する課題 苦手（4），気持ち（3），運動（16），参加（6） 29

夏休みの過ごし方に対する課題 広い（3），学ぶ（3），学童（3），遊ぶ（9），夏休み（12），楽しい（12） 42

環境に対する課題 涼しい（3），夏（3），機会（5），暑い（3） 14

体を動かせたいという課題 好き（5），体（18），動かす（12），体力（3），思いっきり（4），外（3） 45

表3　自由記述（保護者）の階層的クラスター分析とクラスターの名称

表2　自由記述（保護者）の頻出上位20語（n=44）
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てください」の質問に対し，「とても緊張する」

（n=15）から「とても緊張した」（n=2），「まぁ緊張

する」（n=9）から「まぁ緊張した」（n=5），「どちら

でもない」（n=1）から「どちらでもない」（n=0），

「あまり緊張しない」（n=3）から「あまり緊張しな

かった」（n=2），「全く緊張しない」（n=13）から

「全く緊張しなかった」（n=32）との変化が見られた．

4. 3 実践前後の参加者の変化

ここでは，混合研究法の第2フェーズとして実施し

た子どもを対象とする検証的調査の結果を示す．具体

的には，第1フェーズで抽出された保護者の課題を基

に設定した質問項目について，実践前後の変化を分析

した．

前述で示したように，事前に抽出した保護者が抱え

る４つの課題から，各課題につき2項目の質問を設定

した．①運動への参加に対する課題については，「運

動やスポーツという言葉を聞いた時のあなたの気持ち

を教えてください」，「体を動かす活動（イベント）へ

の参加についてあなたの気持ちを教えてください」．

②夏休みの過ごし方に対する課題については，「夏休

みに行う本日のスポーツ教室について，あなたの気持

ちを教えてください」，「広いアリーナ（体育館）で体

を動かせることについて，あなたの気持ちを教えてく

ださい」．③環境に対する課題については，「どのよう

な環境下で体を動かしたいか教えてください」，「どの

ような季節に体を動かしたいか教えてください」．④

体を動かせたいという課題については，「体を動かす

ことについて，あなたの気持ちを教えてください」，

「本日のスポーツ教室では，どの程度体を動かしたい

ですか」の質問を設定した．

4. 2 参加者の属性と行動的特性の変化

ここでは，混合研究法の第2フェーズとして実施し

た子どもへの質問紙調査に先立ち，参加者の属性およ

び行動特性の変化について記述する．これは，後続す

る課題達成度の検証結果を解釈するための基礎情報と

して位置づけられる．

アンケート調査による参加者の属性（表4）は，男

子（n=23）， 女 子（n=18）， 学 年 は， １ 年 生

（n=23），2年生（n=8），3年生（n=10）であった．

「一週間にどの程度体を動かしますか．※30分以上の

運動とする」では，なし（n=1），週1回（n=8），週

2～3回（n=21）， 週4～5回（n=7）， 週6回 以 上

（n=4）となった．

続いて，参加者の全体の行動特性では，「大学生の

お兄さんやお姉さんと話すときの気持ちについて教え

表4 参加者の属性と行動特性

調査数（n=41)

性別 n %

男性 23 56.1

女性 18 43.9

どちらでもない 0 0.0

回答したくない 0 0.0

合計 41 100.0

学年 n %

1年 23 56.1

2年 8 19.5

3年 10 24.4

n %

なし 1 2.4

週１回 8 19.5

週2～3回 21 51.2

週4～5回 7 17.1

週6回以上 4 9.8

n(事前) n(事後)

15 2

9 5

1 0

3 2

13 32

あまり緊張しない（しなかった）

全く緊張しない（しなかった）

一週間にどの程度体を動かすか

大学生のお兄さんやお姉さんと話すときの気持ち

とても緊張する（した）

まぁ緊張する（した）

どちらでもない

表4　参加者の属性と行動特性

表5 対応のある t 検定の結果

M SD M SD t値  P値

運動やスポーツという言葉を聞いた時の気持ち 4.3 1.1 4.6 0.9 -1.55 0.13

体を動かす活動（イベント）への参加について 4.6 0.8 4.9 0.3 -2.50 0.02*

夏休みに行う（行った）本日のスポーツ教室について 4.7 0.6 4.9 0.3 -2.24 0.03*

広いアリーナ（体育館）で体を動かせる（した）ことについて 4.7 0.5 4.9 0.4 -2.24 0.03*

体を動かすことについて 4.7 0.6 4.8 0.6 -0.96 0.34

スポーツ教室でどの程度体を動かしたいか 4.6 0.9 4.8 0.4 -1.64 0.11

質問項目
前a 後a

注）a：n=41，M：平均値，SD：標準偏差，p＜.05（両側検定）

表5　対応のある t 検定の結果
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実践前後における参加者の意識の変容として，保護

者が抱えている課題である①運動への参加に対する課

題および②夏休みの過ごし方に対する課題のいずれに

おいても，参加者の気持ちに有意な変化が認められ

た．①運動への参加に対する課題では，子どもが実際

に参加することでポジティブなイメージを抱いている

ことが示され，今後も継続した開催が望まれる．ま

た，②夏休みの過ごし方に対する課題については，課

題解決につながるアプローチができたスポーツ教室で

あったと考えられる．これは参加者にとって，非日常

である大学生との交流や，運動プログラム内容にアレ

ンジ版の氷おにごっこや，障害物リレーといったア

リーナを最大限に活用した実践の影響があったのでは

ないかと推察される．

以上のことから，本研究の結果は，保護者を対象と

した探索的調査によって抽出された課題を，子どもを

対象とした検証的調査によって検討するという混合研

究法の手順が，実践の評価において有効である可能性

を示したと捉えられる．

６．まとめ

本研究では，保護者を対象とした探索的調査と，子

どもを対象とした検証的調査を順次的に統合する混合

研究法を用い，大学主体の実践に対して保護者が抱え

る課題と，それに対する子どもの変化を関連づけて捉

えることを試みた．その結果，保護者を対象とした探

索的調査と，子どもを対象とした検証的調査を順次的

に統合する混合研究法が，地域スポーツ教室の実践評

価において有効な研究手法となり得ることが示唆さ 

れた． 

次に，民学連携の実践を開催することで，地域の保

護者は大学の実践にどのような課題解決を期待してい

るのかを抽出するという点において，①運動への参加

に対する課題，②夏休みの過ごし方に対する課題，③

環境に対する課題，④体を動かせたいという課題，の

4つを特定化した．これらの特定化した課題について

は，今後，本研究の方法論をより深化させることで，

親の持つ文化資本が子の教育変容へ与える影響につい

て，文化資本の三形態の観点からより詳細に検討して

いきたい．

続いて，地域の保護者が抱える課題を子どもがどの

これらの質問項目ⅰのうち，①運動への参加に対す

る課題，②夏休みの過ごし方に対する課題，④体を動

かせたいという課題の質問（事前と事後）について，

対応のある t検定を行った結果（表5），課題①の1項

目「体を動かす活動（イベント）への参加についてあ

なたの気持ちを教えてください」，課題②の2項目

「夏休みに行う本日のスポーツ教室について，あなた

の気持ちを教えてください」，「広いアリーナ（体育

館）で体を動かせることについて，あなたの気持ちを

教えてください」において有意差が認められた．

一方，③環境に対する課題については，「どのよう

な環境下で体を動かしたいか教えてください」の質問

に対しては，「屋内の空調が効いている環境」の回答

者が事前（n=25）と事後（n=37）で顕著な変化が見

られた．次に「どのような季節に体を動かしたいか教

えてください」の質問に対しては，夏と回答した参加

者（事前n=14，事後n=14）が最も多く，続いて春

（事前n=11，事後n=10）となった．

５．考察

自由記述の回答から抽出した保護者が抱える課題で

は，体を動かすといった従来から一般的に挙げられて

いる課題に加えて，夏休みの過ごし方や，体を動かす

際の場所に課題があることが分かった．これは，共働

きや働き方の変容により，小学生の子育てをする保護

者にとって重要な課題であり，解決に向けての方策が

必要であることが改めて確認できた．また，異常気象

や酷暑の影響によって，子どもが環境に左右されず体

を動かす場所を求めていることも明らかになり，この

ことは今後のスポーツ教室開催を検討するうえで重要

な要素になると言える．

ⅰ アンケートの調査項目のうち，本文中で参照しなかったも

のを以下に示す．

 1.（事前）本日のスポーツ教室が始まる前の今の気持ち
と，スポーツ教室にどのようなことを期待しますか（自由

記述）．2.（事後）本日のスポーツ教室を終えた感想を教
えてください（自由記述）．

 またアンケート調査では，課題③に対応するための質問項

目の「どのような環境下で体を動かしたいか教えてくださ

い」，「どのような季節に体を動かしたいか教えてくださ

い」は，特徴的な項目であったことからリッカート尺度を

使用せず，体を動かしたい環境や，季節についての質問を

作成した．
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 4） こども家庭庁・文部科学省：放課後児童対策パッケージ 
2025，

 https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_
ref_resources/69799c33-85cb-44f6-8c70-08ed3a292ab5/
a43a5c58/20241223_policies_kosodateshien_houkago-
jidou_53.pdf，2025.7.20.

 5） 大学スポーツ構想会議：大学スポーツの振興に関する提
言，https://www.mext.go.jp/sports/content/20250807-
stiiki-_000042652_1.pdf，2025.8.22.

 6） 元嶋菜美香，宮本彩，神野周太郎，ほか：大学が運営する
地域スポーツ教室の楽しさの検討―大学生の「ささえるス

ポーツ」の視点に着目して―，スポーツ産業学研究，31
（1）：31-39，2021.

 7） 元嶋菜美香，宮本彩，神野周太郎，ほか：大学が運営する
地域スポーツ教室の楽しさの検討―保護者の視点に着目し

て―，健康科学，43：89-94，2021.
 8） 井藤英俊，高野聡：大学資源を活用した運動・スポーツ教
室の実施―働く世代・子育て世代の女性を対象として―，
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程度達成できたかについては，①運動への参加に対す

る課題と，②夏休みの過ごし方に対する課題に対して

は概ね達成できたと考えられる．これに対して，④体

を動かせたいという課題では，全体的に参加者の参加

意欲や運動に対する興味・関心が高かったことから，

平均値では数値が事前と事後では好意的に変化があっ

たものの，有意差は認められなかった．③環境に対す

る課題では，本実践を通じて，事前と事後で屋内の空

調が効いている環境の良さを実感したであろう傾向が

読み取れた．

以上のことから，本実践を通じて子どもらは，地域

の保護者が抱える課題を一定程度，達成できたのでは

ないかと結論づけた．

一方で，本研究にはいくつかの限界がある．1つ

は，調査対象が特定地域，大学に限定されているた

め，結果の一般化には慎重を要したい．次に，本実践

は今後継続的に開催を予定しているが，現時点では単

回の実施であることから継続的な効果に関して説明が

できていない．最後に，実践後の保護者からのフィー

ドバックと，保護者の課題と子どもの変化の因果的関

連については明らかになっていないことである．これ

らの課題を認識したうえで，今後の研究では，実践を

継続的に実施し，保護者が求める環境面の課題および

子どもの居場所の確保との関連を検証する．そのうえ

で，大学の資源が地域に寄与するモデルの構築可能性

を検討する．
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1 ．緒言

スポーツや運動を通した子どもと親の相互関係を捉

えた調査結果として笹川スポーツ財団は，「子どもの

運動・健康の視点に立ったアクティブなまちづくりに

関する研究」において，全国の3歳から6歳の幼児

3,000人を対象とした大規模調査を実施し，幼児の運

動時間や習慣の獲得には，近隣の公園などの環境要因

よりも「親子のふれあい」や「親のつながり」が要点

であることを明示した 24)。この調査結果は，改めて親

子関係の中で，どのようにスポーツを捉え，親しんで

いくのかを再考することの必要性を喚起するものと考

えられる。

親子関係について言及している先行研究では，肯定

的な親子関係は心理的幸福に関連する多くの側面を高

め，一方でこれらの否定的な関係は心理的苦痛を生み

出すことが示されている 3)。特にスポーツは，個人の

身体的健康のみならず，心理・社会的幸福にも深く関

わる重要な活動であることも報告されている 23), 30)。

ここで親子関係には「父親・母親」と「息子・娘」

の関係があることを前提とすると，「父親 -息子」「父

親 -娘」「母親 -息子」「母親 -娘」といった構図が考え

られる。この個々の関係性に焦点を当てた研究として

Brown et al5)は，父親は母親よりも，思春期の娘のス

ポーツへの継続的な関与において，より重要な社会化

要因である可能性を示唆している。同様にSagkal et al23)

も父親が子どもの発達，特に娘の発達において際立っ

た役割を果たす可能性を論じている。さらに，父親が

娘の運動能力を高く評価し，スポーツが娘の将来に

とって価値があると信じている場合に，娘はスポーツ

への参加意欲を高める傾向がみられるといった報 

告 9)などもあり，父親と母親によって子どもとの相互

関係や作用が変化すると推察できる。

その中でも「父親 -娘」関係に着目してきたMorgan 

et al 17)は，父親と娘が一緒にクリケットへ参加し，ス

キル向上を支援するプログラム「Daughters and Dads 

Cricket」を9週間にわたり単一群で実施している。こ

のプログラムには，単にクリケットスキルを教えるだ

けでなく，ジェンダー不平等に対処し，娘たちがジェ

ンダーの偏見を理解し，それに立ち向かう力（粘り強

さ，勇敢さ，レジリエンスなど）を与えることに焦点

を当てた教育セッションが含まれていた。12ヶ月後の

追跡調査では，父親は週に平均1.3日娘たちとクリ

ケット活動を続けており，67％が個人的な活動として

行うクリケット（簡単な動きなど）を，40％が地元の

クラブ，学校，または入門プログラムでクリケットを

父娘関係とスポーツの相互作用を活かした 
社会実装型研究に関するナラティブレビュー

A Narrative Review on Social Implementation Research Utilizing 
the Interaction Between Father–Daughter Relationships and Sports

近藤克之 a，青山清英 b，澤野大地 a，久保賢志 a，井川純一 a

Katsuyuki KONDOa，Kiyohide AOYAMAb，Daichi SAWANOa，

Kenji KUBOa，Junichi IGAWAa

Key words:  SANRA(the scale for the assessment of narrative review articles)，intervention research，  
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介入研究，大学地域展開
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なお，日本国内において父娘関係とスポーツに着目

した研究があるかを調べるために，本研究開始前に予

備的調査を行った。その際には，キーワードを「父

娘」「スポーツ」とし，CiNii Researchのデータベース

を用いて検索を行ったところ，該当する論文等は得ら

れなかった。

2 .2　ナラティブレビューの質評価について

本論文では，ナラティブレビュー論文評価尺度

（Scale for Assessment of Narrative Review Articles；

SANRA）に準拠した方法論を参考とした 2)。SANRA

は，ナラティブレビュー論文の質を評価するために開

発された簡潔な批判的評価ツールであり6つの項目か

ら構成されている 2)。6つの項目は，a）レビューの重

要性の説明，b）レビューの目的の記述，c）文献検索

の説明，d）文献の記述，e）エビデンスレベル /科学

的推論の参照と提示，f）関連するエンドポイント

データの参照と提示からなり，著者の立場としてはこ

れらを意識することによって良いレビューを行うこと

が可能となる。

2 .3 　倫理的配慮

本論文では，個人情報を取り扱うことはなく，倫理

的な配慮は不要であった。

3 ．結果

3.1　分析対象となった論文数

検索によって抽出された論文は，PubMedで14編，

PsycInfoで7編，Web of Scienceで56編，SPORTDiscus

で8編であった（図1）。これらを合わせた合計85編

の論文から図1のように段階的なスクリーニングを行

い，適格性の判断を行った結果，最終的に6編の論文

が完全なレビュー対象として選定された。選定された

論文の概要は表1に示した。

3 .2　選定された論文の概要

本論文では，2015年から2024年の直近10年間に着

目し，尚且つ「父 -娘」関係におけるスポーツ活動に

焦点を当てていることから，前提条件自体が絞り込ま

れたものであった。今回選定された論文はいずれも，

オーストラリアのニューカッスル大学におけるMorgan

プレイしているか，登録していたことが示されてお

り，オーストラリア全体では，女子の参加率が依然と

して低い状況の中，継続性という観点からプログラム

が評価できるものであったことが報告されている。

このような「父親 -娘」関係に着目したプログラム

の効果検証は，Morgan et al17)におけるオーストラリ

アのみならず，アメリカでのヒスパニック系家族を対

象としたプログラム 19)やトルコでの父娘関係が思春

期の娘の心理的アウトカムに与える影響を非西洋文化

の文脈で調査される 23)など，各国の社会・文化的背

景を考慮しながら行われている。日本では，スポーツ

に関する親子関係を考える際に，「父親 -娘」の相互

関係のみに焦点を当てた実践研究がほとんど見られな

い。これらのことから，国際的なスポーツを通した

「父親 -娘」関係の好事例を整理することは，日本国

内における女性のスポーツへの社会化の視点のみなら

ず，地域コミュニティづくりや，世代間のつながり

（再社会化）など社会変化に応じた議論と接続させる

ことができるものと考えられる。そこで本論文では，

各国の取り組み事例を文献レビューしながら，日本の

事情に鑑み「父親 -娘」関係を元にしたスポーツの展

開のあり方について検討することを目的とした。

2 ．方法

2.1　データ収集方法

本研究では，2025年8月1日から10月31日の間に

PubMed，PsycInfo，Web of Science，SPORTDiscusの

データベースを用いて，(“Daughter and Dad” OR 

“Daughter and Father”) AND “Sports” の用語で文献検

索を行い，2015年から2024年の10年間に発表された

完全版の英語論文のみを分析対象とした。検索のため

の用語として「Physical Activity」や「Exercise」など

も候補として考えられたが，「Physical Activity」や

「Exercise」がエネルギー消費を伴うあらゆる身体の

動きを対象とした用語 6),7),28)であるのに対し，人々に

認識されたルール等を前提としたより構造化された活

動の要素を活用した事例に焦点を当てるために今回は

「Sports」を用いた。分析対象論文は，a）査読付き学

術誌に掲載されたもの，b）スポーツを通した実践

（介入）的方法を採用したものであること（アンケー

トのみで調査が完了していないこと）を考慮した。
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教授を中心としたグループが継続的に取り組んでいる

内容であった。

これらの研究では「Dads and Daughters Exercising 

and Empowered（以下「DADEE」と略す）」やそれを

クリケットに特化した「Daughters and Dads Cricket」

というように，プログラムを基本としながら対象者の

選定とともに介入を行っていた。すべての研究におい

て，父親（または父親的存在）を変化の担い手として

位置付け，小学校年齢の娘たちの健康や幸福感を改善

することが目指されていた。

介入は，理論に基づいた教育セッション（教育コン

ポーネント）と実践セッション（身体活動コンポーネ

ント），および家庭での課題（ホームタスク）を組み

合わせた1週間単位のセッションに基づいて進行され

ていた。理論的根拠としては，自己決定理論（自律

性，有能性，関連性）と社会認知理論（自己効力感，

目標設定，社会的支援）の主要な構成概念に基づいて

いた 1),15),16),17)。また，父と娘がいわゆるジェンダーバ

イアスやジェンダーステレオタイプを認識し，それら

を乗り越えるための知識とスキルを身につけるための

教育的要素が含まれていた 15),16),21)。

主要なアウトカムは，父親と娘の身体活動レベルの

向上であり，そのための指標として1日の歩数が共通

して評価されていた（表1）。また，2次的アウトカム

としては，娘の基礎運動スキル（Fundamental movement 

skill；FMS）やスクリーン時間，父親のペアレンティ

ング実践（身体活動の共有）などが評価されてい 

た 1),15),16)。プロセス全体のアウトカムとしては参加者

の高いエンゲージメントがみられ，ほとんどの研究

で，プログラムの参加率，定着率，および参加者の満

足度が非常に高かった（事前に設定された成功基準を

上回る）ことが報告されている 1),15),16),17)。

図1　論文選択フローチャート

検索ワード

「Sports」 AND
「Daughter and Dad」 OR
「Daughter and Father」

検索条件

1. 英語論文
2. 過去10年間（2024年まで）
3. 査読付き学術誌

検索データベース

図1. 論文選択フローチャート

1. PubMed（14）
2. PsycInfo（7）
3. Web of Science（56）
4. SPORTDiscus（8）

合計検索結果数 = 合計 85
【除外】重複論文数 = 7

題目(内容)による整理 = 合計 77

【除外】本論文で扱う父娘関係
に該当しない論文数 = 64 

抄録並びに本文内容による整理 = 合計 6 

【除外】全文にアクセスできない
論文数 = 7

【除外】論文形式でない数 = 1
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特性といった社会生態学的要因の変動が大きな課題と

なることも課題点として挙げられている 22)。他の状況

や多様な集団（先住民や恵まれない人々）に適合させ

るためには，更なるプログラムの適応が必要となる場

合があることも示唆されている 16)。

4 ．考察

なぜこのようなプログラムを通して父娘の関係を

ターゲットにしたかについてMorgan et al15)は，オー

ストラリアにおいて「女子の身体活動不足」と「父親

の家族内における関与不足」という状況があることを

課題意識としてもち，それが公衆衛生上の課題にもつ

ながっていることを危惧したとしている。実際にオー

ストラリアの11歳から17歳の女子の9割以上は，国

の身体活動ライン（中高高度身体活動を1日60分以

上）を満たしていないことも指摘されている 16)。この

ような身体活動を確保すると同時に，DADEEを通じ

て，社会文化的要因による制限という課題にも向き合

おうとしていることがうかがえる。依然として女子

は，社会的な性別による偏見（ジェンダーバイアス） 

3 .3　研究デザインと実施方法

今回選定された6編の論文からは，大学主導で始め

られたDADEEプログラムが，研修を受講した地元住

民のファシリテーターによる地域ベースの活動へと移

行していく段階性が示された。表1にもあるように，

Morgan et al 16)以降の実施主体は，研修を受講した地

元住民のファシリテーターであり，実施場所も大学施

設から地域社会における小学校へと移されている1),16),17)。

このようにいわゆる社会実装型の介入研究の成果が

示されているが，課題点も示されている。例えば，研

究の対象者となった父親の教育レベルが高かったこと

や，先住民（アボリジニ）の出自のある父親の参加が

ほとんどみられなかったことから，結果の一般化可能

性が制限されていることが認識されている 1),17)。今後

のプログラムの展開では，サンプルを拡大し，より多

様なコミュニティや家族を対象とすることが推奨され

るとしている。また，大学施設での研究チームによる

実施から，地域コミュニティ設定での研修を受講した

ファシリテーターによる実施へ移行する際には，イン

フラ，政策，リソース，ファシリテーターや参加者の

表1. 選定された論文の概要

Ashton et al.
(2024)

著者名 国/都市

オーストラリア/
ニューカッスル

研究方法

非ランダム化
単一群/介入
デザイン

父親と娘の両方において，身体活動レベル
とウェルビーイングに関する重要な改善が
12ヶ月間にわたって持続した。

主たる成果

Pollock et al.
(2023)

オーストラリア/
ニューカッスル

二群間
ランダム化
比較試験

待機リスト対照群と比較して，娘たちの
社会情緒的ウェルビーイングが有意に改
善し，身体活動レベルの改善のみならず，
基礎的運動スキルが改善した。

Pollock et al.
(2020)

オーストラリア/
ニューサウス
ウェールズ州

質的デザイン/
一対一の
半構造化
電話インタビュー

介入プログラムを通して，娘の心理社会的
成果，父親の行動，および家族機能全体に
対して，広範かつ肯定的な影響が及んだ
ことが推察された。

Morgan et al.
(2019)

オーストラリア/
ニューカッスル
大学

二群間
ランダム化
比較試験

既存の運動促進戦略が特に女子に対して
限定的な成功しか収めていないという背景
に対処するために設計され，父親を変化の
担い手として関与させることに成功した。

Morgan et al.
(2022)

オーストラリア/
ニューカッスル

二群間
ランダム化
比較試験

大学の研究室という枠組みにとらわれず，
コミュニティ設定において訓練を受けたファ
シリテーターが介入プログラムを実施した
場合の有効性を確立した。

Morgan et al.
(2024)

オーストラリア/
ニューカッスル

単一群/9週間/
フィジビリティ・
スタディ（実現可
能性調査）

プログラムは、娘のクリケットへの参加と
スキル向上を目的として父親を対象とする
世界初のプログラムであり、実現可能性が
確認された。娘のクリケットスキル習熟度に
おいて中程度以上の改善があった。

対象者年齢 アウトカム指標 フォローアップ期間

娘：7.7±1.8歳
父：41.0±4.6歳

・1日あたりの平均
歩数など

・基礎的運動スキル
（FMS）など

1. ベースライン：介入開始前
（2015年1月）

2. 介入後評価：2ヶ月後
3. フォローアップ評価：9ヶ月後

娘：8.6±2.1歳
父：41.4±4.8歳

・ 歩数や娘のスポーツ
スキルなど

・ 心理社会的および
家族機能（娘の社会
情動的幸福感）など

1. ベースライン：介入開始前
（プログラム開始前）

2. 介入後評価：2ヶ月後
3. フォローアップ評価：9ヶ月後

娘：8.3±1.8歳
父：42.0±5.3歳

・1日あたりの平均
歩数など

・基礎的運動スキル
（FMS）など

1. ベースライン：介入開始前
（1〜4週間前）

2. 介入後評価：3ヶ月後
※ 長期的フォローアップなし

娘：8.4±1.9歳
父：42.0±5.3歳

・社会情緒的ウェル
ビーイング（妥当性が
検証された質問票）
・娘と父の身体活動
レベル（歩数）

1. ベースライン：介入開始前
（1〜4週間前）

2. 介入後評価：3ヶ月後
※ 長期的フォローアップなし

娘：7.7±1.9歳
父：40.0±9.2歳

・娘と父の身体活動
レベル（評価基準有
り）

1. ベースライン：介入開始前
2. 介入後評価：10週間後
（プログラム終了直後）

3. フォローアップ評価：1年後

娘：9.4±1.5歳
父：43.1±4.4歳

・娘と父の身体活動
に対する実行可能性
指標や予備的有効性
指標による評価

1. ベースライン：介入開始前
2. 介入後評価：9週間後
（プログラム終了直後）

3. フォローアップ評価：1年後

表1　選定された論文の概要
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題，関わりの深い指導者の理解不足といった現状とも

重ねて議論しなければならないと推察される。そのよ

うな環境要因や人的要因の重要性に加え，本研究では

いわゆる学力以外の非認知的スキルとして，忍耐力や

社交性，自尊心といった社会情動的スキル（社会情動

的ウェルビーイング）を，スポーツを通して養う観点

も多く取り上げられてきた。児童期から青年期は，社

会情動的スキルが特に大きく変化する時期とも言わ 

れ 20），本研究の対象者の年齢はこの時期とも合致して

いる。

日本において父親の育児参加は，共働き世帯の増加

に伴い注目が高まっているが，依然として母親中心の

傾向が強い 25）。政府の育児休業制度推進にもかかわら

ず，取得率は低迷しており，収入減少への不安や性役

割観（母親が主担当であるという認識）などが参加を

阻害する要因として認識できる。また，就業形態や父

親自身の意識改革不足がこれを助長しているという指

摘もみられる。これらのことも踏まえ，オーストラリ

アの事例を参照しながら，日本版の実施を検討するこ

とは，父親としての意識改革に対してもアプローチす

ることにもなり，日本の事情も加味した国際的な視点

に立った課題解決を目指す取り組みとできるだろう。

O’Connor et al19)は，Morgan教授のグループによる

ライフスタイル介入プログラムHealthy Dads, Healthy 

Kids（以下「HDHK」と略す）を，米国南西部のヒス

パニック系家族向けに文化的な側面に配慮して適応さ

せることを試みている。一連の検討の中で，文化的な

価値観と家族構成へ配慮するためには，ファミリズム

を強調する必要性が認識され，HDHKの中核である

「父親」の主体的な関与に加え，母親の関与を促すた

めの追加的な方法が採用され，「米国南西部ヒスパ

ニック系家族版HDHK」ともいうべきプログラムが

再編されている。このような事例を好事例と捉え，日

本での展開を検討する姿勢も求められるだろう。

なお，選定された論文の大半は同一グループが行っ

ている研究であり，サンプリングの偏り（対象者の教

育水準が高水準であったことや，先住民の出自のある

対象者が含まれていない，特定の地域における検討な

ど）や研究デザインにおける測定ツールの妥当性（身

体的なアウトカムを歩数計から評価していることや行

動変容について自己評価を行っていることに対するバ

や，スポーツへの参加機会を制限する文化的なバイア

スに直面していることから，生涯にわたる参加に必要

なスキルを習得する機会がはるかに少なくなっている

可能性が示唆される。そのような際に，父親（または

父親的存在）が牽引してくれる機会があれば，障壁を

乗り越えるきっかけになるとも考えられる。

Bell4)は，親が子どもに与える影響（Parent-effect）

のみに焦点を当てた研究の限界から，親と子の相互作

用に着目し，親から子どもへの影響と子どもから親へ

の影響はバランスを保持しながら交換的な相互作用の

下で成立することを示唆し，いわゆるスポーツ的社会

化研究にも有効な視座を提供した。日本国内における

スポーツ的社会化研究は，主にスポーツ社会学におい

て「スポーツへの社会化」と「スポーツによる社会

化」の概念を基にして行われてきたが，海老原ほか 10)

の指摘以降，実証的研究の蓄積が一層期待されている。

近年の日本国内におけるスポーツ的社会化を念頭に

おいた実証的研究では，元高校球児が大学野球部に移

行する際のスポーツ的社会化過程に関する研究 14)や

骨肉腫を克服した男性が車椅子バスケットボールを通

じて社会に再適応していく過程をとらえた研究 29)な

どが挙げられる。また，過去に運動経験のある人々を

スポーツ活動へ再参加させる「再社会化」に焦点を当

て，スポーツイベント実施の波及効果を検討している

研究もみられる 11)。これらは，スポーツ的社会化にお

ける「スポーツへの社会化」と「スポーツによる社会

化」の両側面が意識された実証的研究であると言える。

日本においても，スポーツ庁の調査 26)によると，

女性の運動・スポーツ実施率は男性よりも低く，特に

11歳から16歳に減少傾向に転じることも指摘されて

いる。SOMPOホールディングス株式会社が実施した

「女子スポーツ特有の悩みに関する意識調査」27)で

は，女子高校生の74.1％がスポーツを「やめたい」と

思った経験があり，自信喪失（61.1％）に加え，生理

や体調不良への不寛容（17.3％）が女性特有の要因と

して挙げられている。また，白ユニフォームの透けや

体型露呈による悩み（48.7％）や更衣室不足（47.5％

が経験，31.1％が継続不安）も10代で深刻で，このよ

うな要因が高校進学後の離脱を加速させることも指摘

されている。これらの要因は，女性がスポーツを行う

ための環境面への配慮不足や，スポーツを行う際の課



近藤　克之，青山　清英，澤野　大地，久保　賢志，井川　純一

28

13） 堀越香，岡美智代：ナラティブレビューの概要 : 考え方 , 
書き方 , 評価ツール . 日本保健医療行動科学会雑誌 . 39(2): 
42–48, 2025.

14） 甲斐義一 , 谷口勇一：元高校球児のスポーツ的社会化過程
に関する研究 -大学野球部への適応状況に着目して -. 九州
体育・スポーツ学研究 . 26(2): 1–14, 2012.

15） Morgan, P. J., Young, M. D., Barnes, A. T., Eather, N., Pollock, 
E. R., & Lubans, D. R.：Engaging Fathers to Increase 
Physical Activity in Girls: The “Dads And Daughters 
Exercis ing and Empowered”  (DADEE) Randomized 
Controlled Trial. Annals of Behavioral Medicine. 53(1): 39–52, 
2019.

16） Morgan, P. J., Rayward, A. T., Young, M. D., Pollock, E. R., 
Eather, N., Barnes, A. T., Kennedy, S.-L., Saunders, K. L., 
Drew, R. J., & Lubans, D. R.：Establishing effectiveness of a 
community-based, physical activity program for fathers and 
daughters: A randomized controlled trial. Annals of Behavioral 
Medicine. 56(7): 698–711, 2022.

17） Morgan, P. J., Pollock, E. R., Kennedy, S. L., Young, M. D., 
Eather, N., Ashton, L. M.：Feasibility of ‘Daughters and Dads 
Cricket’ : A programme targeting fathers to improve 
daughters’ engagement and skills in cricket. International 
Journal of Sports Science & Coaching. 19(2): 653–667, 2024.

18） 日本学術会議：我が国の子どもの成育環境の改善にむけて 
-成育コミュニティの課題と提言 -. 心理学・教育学委員
会・臨床医学委員会・健康・生活科学委員会・環境学委員

会・土木工学・建築学委員会合同 子どもの成育環境分科
会 , https://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-t235-1.
pdf, 2025.7.25.

19） O’Connor, T. M., Perez, O., Beltran, A., Colón García, I., 
Arredondo, E., Parra Cardona, R., ... & Morgan, P. J.：Cultural 
adaptation of ‘Healthy Dads, Healthy Kids’ for Hispanic 
families: Applying the ecological validity model. International 
Journal of Behavioral Nutrition and Physical Activity. 17(1): 
52, 2020.

20） OECD：社会情動的スキル 学びに向かう力，明石書店，東
京，2018.

21） Pollock, E.R., Young, M.D., Lubans, D.R., Barnes, A.T., 
Eather, N., Coffey, J.E., Hansen, V., & Morgan, P.J.：Impact of 
a Father–Daughter Physical Activity Intervention An 
Exploration of Fathers’ Experiences. Journal of Child and 
Family Studies. 29: 3609–3620, 2020.

22） Pollock, E. R., Young, M. D., Lubans, D. R., Eather, N., & 
Morgan, P. J.：Effects of a father–daughter physical activity 
intervention delivered by trained facilitators in the community 
setting on girls’ social-emotional well-being: A randomized 
controlled trial. Developmental Psychology. 59(10): 1852–
1866, 2023.

23） Sagkal, A. S., Özdemir, Y., & Koruklu, N.：Direct and indirect 
effects of father-daughter relationship on adolescent girls’ 
psychological outcomes: The role of basic psychological need 
satisfaction. Journal of adolescence. 68: 32–39, 2018.

24） 笹川スポーツ財団：子どもの運動・健康の視点に立ったア
クティブなまちづくりに関する研究 , https://www.ssf.or.jp/
files/preschool_2024.pdf, 2025.7.25.

25） 島田明日華，桶作梢，濵耕子：日本における父親の育児時
間に関連する要因についての文献検討．看護実践学会誌．

36(2): 51-62, 2025.
26） スポーツ庁：令和6年度 ｢スポーツの実施状況等に関する

世論調査｣ , https://www.mext.go.jp/sports/content/250313-
spt_kensport01-000040805_01.pdf, 2025.11.20. 

イアスなど）という点においては課題があり，それら

を踏まえた上で論述していることは，本研究における

限界点であると言える。
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〔研究資料〕

１．はじめに

アメリカ4大スポーツと呼ばれる，NFL（National 

Football League），NBA（National Basketball Associa-

tion），MLB（Major League Baseball），NHL（Nation-

al Hockey League）は，様々な国や地域で人気を博し

ている．我が国でも，MLBやNBAにおいて大谷翔平

選手（Los Angeles Dodgers）や，八村塁選手（Los 

Angeles Lakers）などの日本人選手がハイレベルで活

躍していることから，国民の関心は高い．また，その

組織統治能力やビジネスモデルにおいても参考にして

いるスポーツ組織や競技団体，チームも数知れない．

なぜ，アメリカのスポーツが注目されているのかに

ついて，堀込 1）は「そこで行われている競技に興味の

ない人も楽しめるように」を意識しているからだと

し，鈴木 2）はマイナーリーグ球団を例に，「座って応

援する1つの競技観戦イベントとして集客しようと考

えるのではなく，複数のイベント・プロモーションを

使って総体として楽しげな雰囲気を作り出す」と述

べ，アメリカのスポーツエンターテイメントの成熟に

ついて言及している．

スポーツエンターテイメントについて原田 3）は，こ

れまでのエンターテイメントの先行研究を概観しなが

ら，その役割を「楽しい体験を通じて，人々のウェル

ビーイング（幸福）を高めることにある」と示してい

る．また，藤本 4）は，スポーツプロダクトとスポーツ

消費者を異なる要素として提示し，特異性を示したう

えで，体系化に向けては両者の関係，関連について議

論を深め，スポーツ消費者の特性と態度・行動の解明

において基礎的・応用的研究の推進が不可欠だと論じ

ている．

本研究では，このスポーツエンターテイメントの役

割や，スポーツ消費者の特性と態度・行動の解明を念

頭に置きながら，アメリカにおけるスポーツエンター

テイメントの特性と構造を明らかにし，それを手がか

りに日本のスポーツエンターテイメントの現状と課題

を検討することとする．特に，第3期スポーツ基本計

画に掲げられた「スポーツの成長産業化」の視点を踏

まえ，日米のスポーツ消費の構造と文化的背景の差異

に注目し，日本における今後の発展方向を考察するこ

とを目的とする．

第3期スポーツ基本計画 5）では，今後5年間に総合

的かつ計画的に取り組む施策として，12項目が挙げ

られている．本研究では，そのうちの「（6）スポーツ

の成長産業化」，の視点に着目し，アメリカのニュー

ヨーク市におけるプロスポーツイベントの実地調査を

したうえで，日米のスポーツビジネスに精通した有識

者を対象にインタビュー調査を行い，日本のスポーツ

エンターテイメントの現在地と課題を考察する．

従来のスポーツマーケティング研究 4）では，主とし

日本のスポーツエンターテイメントの現在地と課題

― アメリカのスポーツを参考に ―

The Current State and Challenges of Sports Entertainment in Japan 
― Inspired by American Sports ―

久保賢志 a，鈴木友也 b

Kenji KUBOa，Tomoya SUZUKIb，

Key words:  Sports consumption，Japan-US comparison，sports entertainment  

スポーツ消費，日米比較，スポーツエンターテイメント

a 日本大学スポーツ科学部

 College of Sports Sciences, Nihon University
b トランスインサイト株式会社

 Trans Insight Corporation
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ポーツエンターテイメントの典型例と位置づけられる

ことから，本稿ではヤンキース戦を中心に分析する．

2 . 2　半構造化インタビュー調査

第3期スポーツ基本計画の視点である「スポーツの

成長産業化」をテーマに，有識者へ半構造化インタ

ビュー調査（1時間程度）を行う．対象者は，ニュー

ヨーク市を拠点とするスポーツマーケティングの分野

に特化したブティックコンサルティングファームの会

社代表A氏とする．

A氏は，日本国内の大学を卒業後，アメリカの大学

院でスポーツ経営学修士を取得し，これまでにスポー

ツビジネスに関連する書籍を複数出版している．2006

年には，自身が会社代表を務めるB社を設立．B社

は，日本のスポーツ界が持続的に発展していく上で不

可欠な，各収益領域（チケット販売，スポンサーシッ

プ，放映権販売， マーチャンダイズ，Customer Rela-

tionship Management，ニューメディア・インター

ネット等）におけるマーケティングインサイトを，国

境や言語にとらわれることなく最適なサービスとして

提供している．さらにB社の経営理念は，「日本のス

ポーツ界をビジネスとして健全に発展させるべく，日

本スポーツ界の関連組織の収益性・顧客満足度の最大

化に資する，最も利用価値の高い最高のコンサルティ

ング・情報サービスを提供する」と掲げていることか

ら，アメリカのスポーツの現状から日本のスポーツエ

ンターテイメントを捉えることに適していると判断し

た．以上のことから，本研究の調査対象者に選定した．

インタビューの際は，「スポーツの成長産業化」の

視点を踏まえ，アメリカのスポーツの現状から日本の

スポーツエンターテイメントに関係があると考えられ

る，「プロ化」，「スポーツ消費」，のキーワードを設定

し，正確な事実に基づく聞き取りを行うよう努め，状

況に応じて追加質問や，回答に疑問が生じた場合に

は，深く内容を確認するような聞き取りを心掛けた．

分析は，①インタビューの文字起こしと整理，②筆者

による読解，③回答者による内容確認，④コーディン

グとストーリーラインの検討，⑤筆者による最終的な

解釈，の手順で行った．

インタビューデータの分析には，質的帰納的分析

（Qualitative Inductive Analysis） を採用した．これは，

て競技や選手への愛着に基づく「応援消費」や，「費

用対効果」に基づくトランザクショナルな消費行動の

分析に焦点が当てられてきた．一方で，文化的背景の

差異や，より深層的な価値観へとつながる高次な消費

構造に関する議論は不十分であった．とりわけ，ス

ポーツ庁が掲げる「スポーツの成長産業化」を実現に

向けて，消費基盤の拡張の観点から消費者を文化的，

構造的側面から捉えることはスポーツ産業の成長にお

いて重要であると言える．

 本研究で提示する，「アイデンティティー消費」

は，アメリカにおける「自由」や「国家への献身」と

いう歴史的価値観と結びついており，既存のスポーツ

マーケティング研究では必ずしも体系的に扱われてこ

なかった領域である．このアイデンティティー消費構

造を概念的に示すことで，先行研究で十分に検討され

てこなかった視点を補完するものである．

２．研究方法

2 . 1　実地調査

2025年8月24日にYankee Stadium（以下，ヤンキー

スタジアム）で行われたNew York Yankees（以下，

ヤンキース） VS. Boston Red Soxの試合を対象に，

ボールパークの在り方やスポーツエンターテイメント

を観察したうえで，日本のスポーツエンターテイメン

トの現在地と課題を検討する．

本研究では，同調査期間中に複数のプロスポーツイ

ベント（Citi FieldにおけるMLBの試合，US Open 

Tennis Championships 2025）を観察したが，特に

「New York Yankees vs Boston Red Sox」戦に焦点を当

てた理由として，この試合においてアメリカ特有の文

化的価値観が顕著に表出していたからである．具体的

には，試合中に実施された退役軍人・軍関係者への敬

意を表する表彰イベントであり，アメリカ社会におけ

る「自由」や「国家への献身」といった歴史的価値観

とスポーツ消費の結びつきを象徴的に示していた．こ

れらの観察は「アイデンティティー消費」という概念

を導出するうえで重要な視点を提供した．

また，ヤンキースタジアムは MLB の中でも伝統性

や象徴性が強く，観戦体験の設計（スタジアム内の物

語性，スポンサーシップ，観客動態，社交空間の形

成）が高度に体系化されている点でも，アメリカのス
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逐語録に対してコーディングを実施し，概念間の関係

性を整理したうえで，段階的にカテゴリー化し，ス

トーリーラインを生成する手法である．本研究では，

この手法が「応援消費」，「社交・共創消費」，「アイデ

ンティティー消費」という階層的消費構造をデータか

ら導出するのに適していると判断した．また，分析過

程に回答者による内容確認を含めることで，結果の確

証性を担保した．

本研究のインタビュー調査は，対象者に研究目的を

説明したうえで同意を得て実施した．また，実地観察

については，公共空間における非介入的調査であり，

個人が特定される情報は収集していない．以上の点か

ら，本研究は研究倫理上の問題を生じない内容である．

３．結果と分析

3 . 1　 ヤンキースの試合とスタジアムから考える日本

のスポーツエンターテイメントの現在地と課題

写真①は，ホームの内野席から撮影したものであ

る．華やかでスポーツビジネスの基本的な要素が詰

まったスタジアム，整備された芝には伝統を重んじる

ヤンキースの特徴が見られ，重厚感があった．場内

は，歴代の選手や試合シーンのパネルを様々な場所に

彩り（写真②），スタジアムを一周するだけでヤン

キースの歴史を楽しむことができた．球場グルメに

は，人気の老舗ホットドッグ店 Nathan's（ネイサン

ズ）のホットドッグ（写真③）をはじめとする，LG 

SPORTS LOUNGE（写真④）や，PEPSIプレゼンツ

のフードコート（写真⑤）など豊富な飲食ゾーンが展

開されていた．スタジアムの外野では，試合中にもか

かわらず，試合に集中するのではなく，飲み物を片手

に談笑し，非日常での社交を楽しむファンの姿（写真

⑥）もあった．

写真①　重厚感があるヤンキースタジアム 写真④　LG SPORTS LOUNGE

写真②　ヤンキースタジアム場内の装飾

写真③　Nathan's（ネイサンズ）のホットドッグ
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特に，2023年3月に開業したES CON FIELD HOK-

KAIDOやLaLa arena TOKYO-BAY（2025年 5月開

業），長崎スタジアムシティ（2024年10月開業）など

のスタジアム，アリーナは，欧米スポーツの膨大な知

識や情報を参考に建設が進められ，その特徴を十分に

担保した環境として整備されてきている．

以上のことから，日本のスポーツエンターテイメン

トのハード面は進化し，スポーツエンターテイメント

の役割である，「楽しい体験を通じて，人々のウェル

ビーイング（幸福）を高める」ことにおいて，一定の

成功を収めつつあるのではないかと捉えることがで 

きた．

しかし，これらの成功は，現時点ではまだ欧米ス

ポーツの模倣にとどまっているのではないだろうか．

日本の文化や特徴を考えた際，この先，日本のスポー

ツエンターテイメントがどのような方向性をもって，

スポーツを文化として成熟させていくかの検討が必要

であると考えられる．

6回終了時のグラウンド整備では，「YMCA」の曲に

合わせてグラウンドキーパーが一斉に人文字を作って

踊り始めるパフォーマンス（写真⑦）を披露すると，

観客も一緒に踊り出し，スタジアム内に「fun」とい

う空気が一層広がった．また，試合中には，軍関係者

への敬意を表する「ミリタリー＆ファーストレスポン

ダー・チケット・オファー」を含む特別な表彰イベン

トが実施（写真⑧）され，アメリカのアイデンティ

ティーを垣間見るシーンも見られた．

デーゲームに行われたヤンキースの試合では，伝統

的なスポーツビジネスと質の高いエンターテイメント

の融合を確認した．スタジアム内のスポンサーシップ

（各種看板や，電光掲示など）や，前述したスタジア

ムで楽しむことに関する各種の取り組み（写真⑧は除

く）は，近年，開催場所によっての差はあるものの，

模倣した内容が日本国内の野球やサッカー，バスケッ

トボールなどのプロスポーツでも盛んに行われている．

写真⑤　PEPSIプレゼンツのフードコート 写真⑦　グラウンドキーパーのパフォーマンス

写真⑧　ミリタリー関連のイベント

写真⑥　社交を楽しむファンの姿
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スポーツの消費は，階層的になっています．どの

階層で消費してるかによって，そのコミットメント

は違うと思います．一番浅い消費は，応援消費で

す．自分が好きな人が，選手がいるとか，チームが

いるから応援する．勝ったら嬉しい．負けたら悔し

い，というような．このような消費は，確たるもの

がありますけれども，（スポーツ消費としては）広

がらないですね．単純にそれだけだと，そのスポー

ツの価値を作るにしても，弱いですよね．競技にし

か興味がないのですから．

ですから，その下にあるのが，競技を超えた消費

なのです．例えば社交・共創消費みたいなところで

すよね．別に競技が嫌いでも，興味がなくても，そ

こに行くと楽しいとか，知り合いと会えて，いろん

なコミュニケーション生まれるとか，もっと広げて

いくと，スタートアップのインキュベーションしま

すとか，新しいイノベーション起こしますとか，社

会課題を解決します，みたいなところも，そこに

入ってくる．そして，そういう広い意味での観戦以

外の付加価値を感じて，それが共通の価値になっ

て，人が集まって来ることに対して，価値を見出し

て，お金を使う人ですよね．そこのペルソナが，日

本だとほとんどいないのです．アメリカの観客層

は，半分以上がその層（人が集まって来ることに対

して，価値を見出して，お金を使う人）なんです

よ．そこはすごく違うと感じています．

ここでは，応援消費の次に競技自体への関心の有無

を超えて，交流，体験共有，価値共創に魅力を見出す

消費行動を指す社交・共創消費があり，日本ではまだ

社交・共創消費に至っていないとし，社交・共創消費

が進むアメリカとは乖離があることが分かった．続い

て，アメリカのスポーツは，社交・共創消費の先をど

のように考えているかについて尋ねると，次の回答が

あった．

アイデンティティー消費というのが，多分あるん

です．アメリカ人は移民の国なので，日本と決定的

に違うのは，自分のかなり若い祖先が，アメリカに

来たという記憶を，皆さん持っているんです．3代

前の祖父がアイルランドから来て，苦労して．．．み

3 . 2　 有識者の視点から捉える日本のスポーツの現在

地と課題

ここでは，専門家インタビューの結果を質問項目ご

とに詳解して結果を述べる．また，回答者の発言を補

うために括弧（ ）を使用して内容を補足している．

企業スポーツから発展をとげた日本スポーツにおい

て，現在国内で進んでいる各リーグのプロ化について

尋ねると，次のように説明した．

企業が支援してくれる文化があるというのは，も

のすごく日本にとっては，プラスの要素だと思いま

す．それから実業団は，アメリカにはなく，基本的

に日本か韓国ぐらいにしかない仕組みだと思いま

す．この仕組みがなければ，もう成り立ってないス

ポーツが多くあるはずです．それ（実業団）で回っ

てるわけだから，そういう意味だと，生命維持装置

みたいな感じで，すごく貴重な仕組みだと思いま

す．

プロ化が全ての万能薬ではないと思いますが，高

いレベルを目指すのであれば，プロ化しか手段はな

いですね．競技力もそうだし，ビジネスとしても伸

ばそうと思ったら，もうプロ化するしかないと思い

ます．ただ，実業団がプロ化するのはサラリーマン

が会社を辞めて起業するのと同じですから，誰もが

そこ（プロ化）に行きたいと思ってる訳ではない．

本当にそこ（競技力やビジネス面でも高いレベル）

に行きたくて，リスクを許容する人たちが過半数集

まれば，うまくいくと思います．だけど同調圧力に

よる横並び意識が強く，リスク許容度の低い日本で

は，そこに過半数は（現状）集まらないのではない

でしょうか．

ここでは，企業スポーツの重要性を踏まえたうえ

で，プロ化は万能薬ではないものの，競技力やビジネ

ス面において高いレベルに押し上げたいと考えるので

あれば，プロ化は必要条件であることが分かった．

続いて，スポーツ消費の観点からの質問を行った．

日本では，まだ競技への興味が高い消費者の層が多い

と考えられるが，日米のスポーツ消費の差について尋

ねると，次の回答があった．
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４．まとめ

本研究は，アメリカのスポーツの現状から日本のス

ポーツの成長産業化を検討するうえで，施設や試合の

観察，スポーツビジネスに精通している有識者の視点

から分析を進めてきた．

施設と試合の観察調査では，アメリカのスポーツエ

ンターテイメントが取り入れている方法を日本国内の

プロスポーツも模倣，踏襲していることを確認した．

続いて，インタビュー調査では，スポーツ産業の成

長を考える際，競技力やビジネス面を高めていくに

は，プロ化は万能薬ではないが重要な選択肢であると

いう理解が深まった．

スポーツ消費については，日本はまだ競技や選手に

愛着を持つ応援消費が多く，社交・共創消費の成熟に

は至っていないと考察した．そして，その先にあるア

イデンティティー消費は，これまでのようにアメリカ

の模倣では捉えることができないことから，日本の文

化や特徴を踏まえた検討が求められている．

以上のことから，アメリカのスポーツから見た日本

のスポーツの現在地は，施設や人材の成長によりス

ポーツエンターテイメントとして前進はしているもの

の，消費意識の次元が施設や人材の成長に追いついて

おらず，今後この段階をさらに引き上げていく必要が

あると考えられる．そして，その先にあるアイデン

ティティー消費の在り方を見出すことで，日本のス

ポーツのステージレベルは新たな局面に向かうのでは

ないかと推察される．

本研究で示した「応援消費」，「社交・共創消費」，

「アイデンティティー消費」という階層的消費構造

は，日本のスポーツ産業が目指す「成長産業化」を実

現するうえで，段階的に拡張すべき消費者基盤の指針

を提供するものである．短期的には，日本でも適用可

能性の高い「社交・共創消費」を拡大し，スポーツを

地域コミュニティやイノベーション創出の場として位

置づけることで，消費者層の裾野を広げる必要があ

る．長期的には，日本固有の文化的価値観と結びつい

た「アイデンティティー消費」の形成が，トランザク

ショナルな投資対効果を超えた，持続的なファン基盤

の確立につながると期待したい．

たいなの，大体みんなもう，知っているわけです．

そこは日本人に，決定的にないと感じます．祖国で

立ちいかなくなったから，大体（アメリカに）来て

いるわけです，新しいチャンスを得に．ですので，

そのチャンスを得るとか，自由．そのための自由が

あるというのは，アメリカ人にとっては，必ず守ら

なければならない価値なのです．それは，彼らの存

在意義です．自由というものを大事にしようという

価値観がアイデンティティーなのだと思います．だ

から，試合中に退役軍人が表彰されることは，おそ

らく，日本人は腑に落ちないと思います．

私も，20年ぐらい（退役軍人の表彰に）腑に落

ちなかったのですが，アイデンティティー消費とい

う考え方を，自分の中で仮説として出したときか

ら，理解ができました．要するに，自由を守るとい

う行為の差なのです．軍人というのは，戦場に行っ

て命をかけて自由を守っている人です．一方で，試

合の観戦者にも，自分の好きなものを好きなときに

見るという自由の象徴的行為を行使することによっ

て，自由を守るという意識が，潜在意識にあるので

はないかと感じます．

（そう捉えると）戦場に行く人と，ボールパーク

に試合を見に行く人は，同じじゃないですか．いず

れも，自由という自分たちの大切な価値を守ってい

るという意識があるのです．これが「自分たちだ」

という．だから，そのレベルの消費（アイデンティ

ティー消費）になると，トランザクショナルな投資

対効果がどうだという話がなくなるのです．

応援消費，社交・共創消費までは，日本でも応用

できるはずです．今後，社交・共創消費の下に来る

深い消費をどうつくるか，日本独自のものを生み出

さないといけないのではないでしょうか．

ここでは，社交・共創消費の先にあるアイデンティ

ティー消費について説明があった．そして，アイデン

ティティー消費はこれまでの社交・共創消費のように

模倣では捉えることができず，日本人のアイデンティ

ティーを考えたうえで結びつけていく必要があると 

いう．
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〔研究資料〕

1 ．はじめに

近年，学業成績や知能指数（IQ）といった伝統的

な認知能力に加え，目標達成のために自らを律し，他

者と協働し，困難を乗り越える力，すなわち「非認知

能力」の重要性が社会的に広く認識されるようになっ

ている 1)．例えばGrit（やり抜く力）やセルフコント

ロールといった非認知能力は，個人の人生における成

功やウェルビーイングを予測する上で，才能以上に重

要な役割を果たす可能性が示唆されている 2)．特に，

心身ともに大きな変容を遂げる青少年期は，これらの

能力を育む上で極めて重要な時期である 3)と言える． 

このような背景のもと，青少年期における非認知能

力の育成の場として，スポーツが有効であるとの期待

が高まっている 4)．そしてスポーツは単なる身体的な

健康増進の手段に留まらず，目標設定 5)，挑戦，失敗 6)，

協調，規律 1)といった，非認知能力の育成に不可欠な

経験を豊富に提供していると考えられる．つまり青少

年期にスポーツを行うことは，将来の経済的 7)・社会

的成功 8)のために必要な能力を育むための有効な手段

になると言えるであろう．そこで本研究は，スポーツ

活動が青少年の社会情動的スキルおよび非認知能力の

育成に与える影響について，関連する研究を横断的に

分析し，その知見を整理することを目的とした． 

2 ．主要概念の定義

スポーツと非認知能力の関係について検討を進める

上で，非認知能力の育成の主要概念となる社会情動的

スキルとライフスキルの定義について確認する．

まず社会情動的スキル（Social and Emotional Skills：

SES）とは，個人の成功や社会機能にとって重要な個

人の能力や特性，性格の一部であり，様々な研究で用

いられている非認知能力などといった用語と概ね同様

の概念を示していると考えられている 9)．そのSESを

育成する体系的なフレームワークとして，非営利団体

であるCollaborative for Academic, Social, and Emotion-

al Learning（CASEL）の社会情動的学習（Social and 

Emotional Learning：SEL）がある 10)．SELとは，個

人が自己及び他者の感情を理解・管理し，肯定的な目

標を設定・達成し，他者への共感を感じ・示し，肯定

的な人間関係を構築・維持し，そして責任ある意思決

定を行うために必要な知識，態度，スキルを獲得・応

用するプロセスであると定義されており ，自己認識 

(Self-awareness) ，自己管理 (Self-management) ，社会

的認識 (Social awareness) ，対人関係スキル (Relation-

ship skills)，責任ある意思決定 (Responsible decision-

making)という5つのコンピテンシーで構成されてい

る 11)（図1）．

スポーツ活動を通じた社会情動的スキル及び非認知能力の育成：

学術的知見の整理と課題

Cultivating social-emotional skills and non-cognitive abilities 
through sports activities: 

Review of academic findings and challenges

澤野大地 a，近藤克之 a，久保賢志 a，井川純一 a

Daichi SAWANOa，Katsuyuki KONDOa，Kenji KUBOa，Junichi IGAWAa

Key words:  Sports, Non-cognitive Skills, Social-Emotional Learning  

スポーツ，非認知能力，社会情動的学習

a 日本大学スポーツ科学部

 College of Sports Sciences, Nihon University
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3 .2　倫理的配慮

本研究では，個人情報を取り扱うことはなく，倫理

的な配慮は不要であった．

4．結果

4.1　分析対象となった論文数

本研究では，2015年から2025年の直近約10年間に

着目し，スポーツと非認知能力の関係に焦点を当てた

研究を検索したが，「スポーツと非認知能力」や「ス

ポーツと社会情動的スキル」といったテーマに焦点を

当てた研究は2015年以降急激に増加していた．検索

によって，PsycInfoとSPORTDiscusにおいて該当す

る論文は得られなかったが，PubMedとWeb of Sci-

enceにおいて200編を超える論文が抽出された．これ

らの論文の抄録及び本文内容を確認し，本研究におけ

るスポーツと非認知能力の関係に該当しない論文を除

外すると，最終的に18編の論文が選定された．選定

された論文の概要は表1に示した．

一方，ライフスキルとは ,「日常生活で生じるさま

ざまな問題や欲求に対して，建設的かつ効果的に対処

するために必要な能力」と定義されている（WHO, 1997)12）

これには，感情的スキル，認知的スキル，社会的スキ

ルが含まれ，SELのコンピテンシーと多くの点で重な

り合い密接に関係している 13）． 

3．方法

3.1　データ収集方法

本研究では，2025年9月1日から10月31日の間に 

PubMed，PsycInfo，Web of Science，SPORTDiscusの

データベースを用いて，「Non-cognitive abilities」

「sport」「youth」 ま た「Social and emotional skills」

「sport」「youth」の用語で文献検索を行い，2015年1

月から2025年10月の間に発表されたFull TextでOpen 

Accessの英語論文のみを分析対象とした．分析対象論

文は，a）査読付きであること，b）青少年（18歳以下）

を対象としたもの，c）レビュー論文ではないもの以外

は除外することとした．

図1　Interactive CASEL Wheel（CASEL）
図1．Interactive CASEL Wheel（CASEL）
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情動の学習
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著者名 対象 研究⽅法 アウトカム指標 主たる成果

Centeio et al.（2023） 平均年齢14.82歳の男⼥ ⼆群間／介⼊／アンケート CASELコアコンピテンシーなど Believe in Youプログラムが，体育と学校教育にSELを
統合する実現可能かつ効果的な⽅法であることを⽰唆
した

Nazari et al.（2025） ⾼校1年⽣の男⼥ ⼆群間／介⼊／テスト 多重知能検査、CERQなど ⾝体活動を通して実施された介⼊プログラムが，思春
期の⽣徒の内的知能，認知機能を効果的に向上させ，
情緒的問題を軽減できることを実証した

Pocius and Malinauskas
（2025）

平均年齢15.83 ± 0.37歳の
男⼦

⼆群間／介⼊／テスト PSRQ、RSES、PABSS、SSRS-S、
SSRI

ポジティブな⾏動スキルを育む教育プログラムによっ
て，対⼈関係や⾃⼰管理能⼒が統計的に有意に向上し
たことが明らかとなった

Mežan et al.（2025） 平均年齢9.56 ± 0.73歳の
男⼥

⼆群間／介⼊／テスト My Class 質問票、LAPOPECQ、AFA 選⼿同⼠が互いに教え合い，共通の⽬標に向かって協
⼒する⼿法が，対⼈関係の改善や感情的な⾃⼰概念の
向上に極めて有効であることを実証した

Greenlees et al.（2021） 平均年齢11.57歳の男⼦ ⼀対⼀の半構造化インタ
ビュー

スキルの実⾏、達成、⼼理的要因などの
⾃信の種類

コーチから提供された情報とフィードバックは，参加
者全員から⾃信を決定づける上で影響⼒があると認識
された

Condello et al.（2021） 10歳~12歳の男⼥ ⼆群間／介⼊／テスト MASCSなど 従来の体育に参加した⼦供と⽐較して，強化されたマ
ルチスポーツ介⼊に参加した⼦供の運動能⼒，協⼒，
共感が向上した

Lara-Bercial and McKenna
（2022）

平均年齢13.9歳の男⼦とそ
の保護者、またクラブコー
チなど

フォーカスグループインタ
ビュー

⾃⼰の発達、社会開発、感情の発達など スポーツへの参加によってもたらされる成果は多岐に
わたる可能性があるにもかかわらず，選⼿の内的•外的
資産，そして彼らが経験に抱く個⼈的な物語が，彼ら
の発達の規模を決定する上で強⼒な役割を果たしてい
ることが⽰された

Nosvelli（2022） 10歳の男⼥ 四群間／テスト INVALSIテストと⾮認知スキル 社交性や⾃律性などの⾮認知スキルについては，練習
の頻度が⾼いほどより顕著に向上し，将来的な⼈的資
本の形成に寄与することが⽰された

Bean et al.（2016） 平均年齢12.44歳の⼥⼦ 単⼀群／介⼊／半構造化イ
ンタビュー

感情のコントロール、集中⼒、⽬標達成
能⼒など

プログラムへの参加を通じてライフスキルを習得し，
転移できたと感じていることを⽰した

Lee and Lem（2025） 7歳から16歳の男⼥ 4団体のケーススタディ ⽣徒ハンドブック、指導者マニュアル、
⿊帯のエッセイ、推薦状など

⿊帯取得の過程は，⾝体能⼒の発達と⽣活スキルの習
得を統合した総合的な経験を提供することを⽰唆した

Son et al.（2021） 中学⽣男⼥ アンケート調査 運動部活動への参加の有無、⾃尊⼼と社
会性

単にスポーツ活動に参加するだけでなく，継続的な試
合を⾏うリーグ形式に参加している⽣徒ほど，学業や
対⼈関係における⾃⼰肯定感や，⾃主性・社交性と
いった社会的能⼒が顕著に⾼いことが明らかになった

Teques et al.（2024） 12歳から17歳までの男⼥ フォーカスグループインタ
ビュー

感情スキルやコントロールを取り戻すた
めの感情スキルなど

スポーツが⻘少年にとって多くの困難な感情的状
況を⽣み出す⼀⽅で，スポーツの内外で感情に対処す
るのに役⽴つリソースも提供していることを明ら
かにした

Portela-Pino et al.（2021） 平均年齢14.18歳の男⼥ 単⼀群／アンケート SECQ、PAQ-A 課外スポーツ活動において，社会情緒教育を促進する
ためには，価値観，肯定的な感情，批判的思考，⾃信
などを育むための実際の状況を提供する必要があるこ
とを⽰した

Wang et al.（2024） 10歳群と15歳群の男⼥ アンケート調査 感情のコントロールや他者との関わりな
ど

10歳と15歳の⽣徒の両⽅において，課外スポーツ活動
への参加と社会的•情緒的スキルの向上との間に有意な
正の相関関係があることが明らかになった

Malinauskas and
Malinauskiene（2021）

平均年齢 16.91歳の男⼥ ⼆群間／介⼊／テスト SSRI、SSRS-S 体育の授業を活⽤した社会情動的スキル向上プログラ
ムの導⼊によって，体育という場が情動教育に極めて
有効であることが証明された

Nuñez et al.（2023） 平均年齢14.44歳の男⼥ ⼆群間／アンケート ASSEC、PAQ-A、RSE、HLS-EU-Q47 スポーツ教育機関に参加した若者は，スポーツ教育機
教育機関に参加していない同年代の若者よりも⾃尊⼼
が⾼まり，⾝体活動レベルも⾼くなった

Brown et al.（2025） 中学2年⽣の男⼥ 単⼀群／介⼊／アンケート ⾃⼰効⼒感、レジリエンスなど 意図的に設計された野外冒険教育プログラムが，都市
部の若者に重要な社会情動的能⼒を育む⼒強い経験を
提供する可能性を⽰唆した

Battaglia and Kerr（2024） 平均年齢16歳の男⼥ ⼀対⼀の半構造化インタ
ビュー

帰属意識、有能感、楽しさ、喜びなど アスリートたちは，スポーツの種類に関わらず，⻘少
年の発達と参加の決定において，コーチや仲間の存在
が極めて重要であることを明らかにした

表1．選定された論⽂の概要表1　選定された論文の概要
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験を通して，青少年は協調性やコミュニケーション能

力，そして共感性といった社会で生きていく上で必要

な社会的ライフスキルを，スポーツから自然な形で得

ていくことができるのではないかと考えられる．

・情動的ライフスキルの発達

スポーツは勝利した時の喜びや敗北した時の悔し

さ，プレッシャーのかかる場面での緊張など，様々な

感情を経験する機会に満ちている 17）18）．これらの経

験は，情動的ライフスキル，すなわち感情を認識し，

理解し，適切に制御する能力を発達させるために貴重

な場となる 18）．Pocius & Malinauskas（2025）15）は，

ポジティブな行動スキルを育む教育プログラムの効果

を検証し，プログラムを受けたグループは受けていな

いグループに比べて，対人関係や自己管理能力が有意

に向上したことを明らかにしている．また，Bean et 

al（2016）19）は身体活動プログラムを通じて，単に運

動を指導するだけではなく，感情調整や目標設定と

いった内省的スキル，および尊敬や責任感などの対人

的スキルを意図的に教えるアプローチの重要性を示唆

している．

これらのようなプログラムの介入により，青少年が

衝動的な行動を抑え，ストレスのある状況に冷静に対

処する自己制御（セルフコントロール）やレジリエン

スを身につけることができると考えられる．

・認知的・内発的ライフスキルの発達

スポーツにおける上達や目標達成へのプロセスは，

認知的および内発的ライフスキルを養う機会を提供し

ていると考えられる．Lee & Lim（2025）20）は，明確

で段階的なシステムが，長期的な目標設定能力と困難

に屈しない忍耐力を育んでいることを示唆している．

また，Greenless et al（2021）21）はエリートユース

サッカー選手がゴールやアシストといった具体的な成

果を通じて，自身の能力に対する自信を獲得していく

プロセスを明らかにしている．

これらの経験は，やればできるという自己効力感を

内面化させ，自らの意思で困難な課題に粘り強く取り

組む力を育んでいると考えられる．そしてこの成果を

実感するサイクルは，Gritや自己効力感といった重要

な非認知能力の基盤を形成していると考えられる．

4 .2　選定された論文の概要

本研究において選定された18編の論文では，18歳

以下の青少年を対象に二群間で介入プログラムを行

い，その前後におけるアンケート調査やSSRS-S (So-

cial Skills Rating System-Secondary Student form)や

RSE (Rosenberg Self-Esteem Scale)といった質問紙法

による比較，また一対一での半構造化インタビューや

フォーカスグループインタビューによって，対象者の

スポーツと非認知能力の関係について検討を行ってい

た．これらの研究では，ほぼ全てにおいてスポーツ活

動が非認知能力や社会情動的スキルの向上に影響を与

えていたことを示唆していた．

5 ．考察

5.1　スポーツ参加が非認知能力に与える影響

スポーツは単に身体を動かす場であるだけでなく，

社会的及び心理的発達に多大な影響を及ぼす可能性を

持っていると考えられる．そこで，スポーツへの参加

が社会情動的スキルや非認知能力の各側面にどのよう

な影響を与えるかについて，選定された近年行われて

いる研究動向を確認することとする．本研究では

Hermens et al（2017）13)の研究を参考に，ライフスキ

ルを社会的ライフスキル，情動的ライフスキル，認知

的・内発的ライフスキルの３つのカテゴリーに分けて

整理した．

・社会的ライフスキルの発達

スポーツ，特にチームスポーツは共通の目標を達成

するためには，チームメイトと協力し，役割を分担し，

コミュニケーションを取ることが不可欠である 14）15）．

Mežan et al（2025）16）は，協同学習が若い陸上競技

選手の心理的成長などにどのような影響を与えるかに

ついて調査した結果，協同学習モデルは，子供たちの

間にポジティブな人間関係を育み，相互支援的な環境

を創出し，対人関係の改善や感情的な自己概念の向上

に有効であることを示唆している．また，Battaglia & 

Kerr（2024）14）は，チームスポーツは他者との繋が

りを育みやすく，仲間との強い絆がモチベーションの

維持に不可欠であるとしている．

練習や試合の中で，意見の対立を乗り越え，お互い

の長所を活かし，短所を補い合う経験は，教室での学

習だけでは得難いものである．このような実践的な経
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の関係についてGrit尺度を用いて検討しており，ス

ポーツによって経験できる自分自身や他者との関わり

によってGritが向上することを示唆している．重要な

ことは，スポーツの種類を問わず，そこに意図的なラ

イフスキルの指導と良好な人間関係が備わっているよ

うな組織化されたスポーツ活動への参加が青少年の発

達に大きな影響をもたらす可能性があるということで

ある．

6 ．おわりに

本研究は，スポーツ活動が青少年の社会情動的スキ

ルおよび非認知能力の育成に与える影響について，関

連する研究を横断的に分析し，その知見を整理するこ

とを目的とした．その結果明らかになったのは，ス

ポーツ活動が社会情動的スキル及び非認知能力といっ

た経済的・社会的成功につながる可能性のある能力を

向上させるための有効な手段となりうるが，それらの

能力を向上させるためには，スポーツ活動への単なる

参加によって自動的にもたらされるものではないとい

うことである．スポーツ活動によって，社会情動的ス

キルおよび非認知能力の教育効果を真に引き出すため

には，教育効果を促す意図的なプログラムや指導者に

よる専門的知識を生かした関わりなどが必要であると

考えられる．

利益相反

本研究に関する開示すべき利益相反状態はない．
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研究資料，実践報告，事例報告は 8頁以内とする．

 総　　説： 特定の研究領域に関する主要な文献内容の総覧であり，その内容は，単なる羅列ではなく，特定の

視点に基づく体系的なまとまりを持つものとする【査読あり（1名）】．

 原著論文： 広義の科学論文としての内容と体裁を整えており，新規性と普遍性の高い原理・原則や，新たな科

学的な知見をもたらすものとする【査読あり（2名）】．

 研究資料： 調査や実験の結果を主体とした報告であり，スポーツ科学研究または人文，社会科学および自然科

学研究の発展に寄与する資料として価値が認められるものとする【査読あり（1名）】．

 実践報告： 実践の現場からの貴重な情報を基にした研究で，指導法・教育法に関する実用的研究や，研究対象

を総合的に分析したものとする【編集部会確認】．

 事例報告： 特定の少数の事例を詳細に調査・研究し，その結果を報告することでスポーツ科学研究または人

文，社会科学および自然科学研究の発展に寄与できるものとする【編集部会確認】．
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②抄録

  　「総説」と「原著論文」には抄録を付ける．本文が和文の場合は200 words程度の英文抄録を付ける．本文

が英文の場合は300～400字程度の和文抄録と200 words程度の英文抄録を付ける．なお，本文が英文の場合は

査読用に和訳を添える．この抄録には，原則として研究の目的，方法，結果，および結論などを簡潔に記述す

ること．

    1） 英文抄録については，委員会の責任において一応の吟味をする．英文に明らかな誤りがある場合に

は，原意を損なわない範囲で修正することがある．

    2）英文抄録の作成にあたっては，特に次の点に留意すること．

　　　　・ 日本国内で知られている固有名詞でも，海外の読者に知られていないようなものについては，簡単な

説明を加えること．

　　　　・ 段落の初めは半角 5文字分空け，句読点としてのコンマ（,）およびピリオド（．）の後は 1文字あけ

ること．

　　　　・省略記号としてのピリオド（．）の後はあけないこと．

③本文

  　本文は日本語の場合は原則的にひらがな現代かな遣いとし，「である調」を用い，常用漢字を使用する．外

国語の場合は原語表記またはカタカナを用いる．アルファベット等の略称に関しても原語表記または訳語を表

記する．また，句点（終止符）はピリオド（ .），読点（語句の切れ目）はコンマ（ ,）を用いる．脚注は頁ご

とに付記する．原稿の全体あるいは一部を日本語以外の外国語で執筆した場合には，当該言語を母語とする者

によるネイティブチェック（校閲）をあらかじめ受けることとする．

 　なお，原稿は本要領 2－②で示したように完全原稿で提出する．

④図表（写真を含む）

  　原稿は，本誌に直接印刷できるように，文字や数字を鮮明に書く．原則として白黒印刷とし，カラー印刷を

必要とする場合は筆者が実費負担とする．図表原稿は図表 1式を別原稿とし，1頁に図表 1枚を掲載する．ま

た図表には通し番号とキャプションを記載する．キャプションの引用文献の記述も本文に準拠して記入する．

本文中への挿入箇所は，本文中にそれぞれの番号を明記する．

  　なお，図表の注記は，各図表の下に記入し，符号は，上付ダガー（†，††，†††）を用いることとし，

統計学上の有意水準を示す場合のみアスタリスク（*，**，***）を用いる．

⑤本文中での文献引用の方法

  　本文中での文献引用は，引用順に，右上付き文字を用い，1)あるいは 1）,1,2）,2,5-7）などの番号で示す．またコ

ンマやピリオドがある時はその前に数字を記す．（例：…である 1，2）．） 

⑥文献リストの記載例

   誌名の略記は，引用雑誌所載の略名を用いる．単行本の場合，通し番号，著者名，書名（編著の場合は，論

文名，書名，編者氏名），版数，発行所，発行地，年次，引用頁の順に記す． 

   雑誌から引用する場合，通し番号，著者名，論文表題，掲載雑誌，巻：頁（始頁－終頁），西暦年数の順に

記す． 

   その他，以下の例に従って誤りないよう注意すること．文献規定が守られていない場合や引用の誤りがある

場合は，採択されないことがある（例示参照）． 
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  本文中に引用されていない文献は，文献リストに記載しない．doiの記載を推奨する． 

   また，著者氏名は3名まで著者名を記載し，4名を越える著者名については，日本語論文は「〇〇〇〇，ほ

か」，外国語論文は「✕✕✕✕ , et al. 」とする． 

  例） 

  雑誌から引用する場合 

   1） 遠藤俊郎，加戸隆司：バレーボール選手の心理的適性に関する研究－メタ分析の手法を用いた他種目

競技者との比較－，バレーボール研究，6（1）：7-14，2004． 

   2） 藤田善也，石毛勇介，吉岡伸輔，ほか：クロスカントリースキー競技・スプリント種目の疲労の影響

によるバイオメカニクス変化－ダブルポーリング走法に着目して－，バイオメカニクス研究，16

（2）：1-10，2012. 

   3） Feigley, D. A.: Psychological burnout in high level athletes. Physician and Sports medicine. 109(19): 12-10, 

1984. 

  単行本から引用する場合 

   4） 仲村隆三，斉藤雄介：臨床運動学 第3版，医学書院，東京，1990, 18-35． 

   5） 佐々木万丈：スポーツと子どものストレス，最新スポーツ心理学－その軌跡と展望，大修館書店，東

京，2004，56-67. 

   6） Meltzer PS, Kallioniemi A, Trent JM.: Chromosome Alterations in Human Solid Tumors.: Vogelstein B, 

Kinzler KW, editors. The Genetic Basis of Human Cancer. In New York: McGraw-Hill; 2002: 93-113. 

  WEBから引用する場合 

   7） ABC 看護学会：ABC看護学会投稿マニュアル，http://www.abc.org/journal/manual.html，2003.1.23.（閲

覧日を記す） 

   8） Garrow A, Weinhouse G.: Anoxic brain injury: assessment and prognosis. In: UpToDate Cardiovascular 

Medicine [online]. http://www.UpToDateInc.com. February 22.2000. 

4．原稿規定

①用紙の設定と文体

  　原稿は，ワードプロセッサーで作成し，A 4判縦置き横書き，全角40字20行（英文綴りおよび数値は半角）

で，上下左右に 2～3cmの余白をとる．頁番号を下中央に記入し，通しの行番号も入れる．フォントの大きさ

は10.5ポイントとする．使用する言語は，日本語，英語のどちらかとする．フォントは，日本語の場合には

MS明朝またはMSゴシック，英語の場合にはTimes New Romanとする．

②提出方法

  　原稿（図表，写真を含む）の提出は，電子ファイル（MS-WordやPowerPointファイルなど）にして，投稿

申込書を添えて，電子メールにて編集委員会（rmss.spo-edit@nihon-u.ac.jp）宛に送付する．提出する際の電

子ファイル名は著者名と投稿原稿の種類を簡潔に記すこと．

 図表600dpi以上（拡張子は jpeg・png・gif等一般的なもの）程度

 写真600dpi～1200dpi（拡張子は jpeg・png・gif等一般的なもの）程度
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③表紙

  　原稿の表紙（1枚目）には下記の事項を記入する．（2） （3） （4） （5） については和文と英文の両方を記入す

る．査読用原稿（本文）の 1ページ目（2枚目）には（1） と （2） のみを記入する .

  （1）原稿の種類

  （2）題目

  （3）著者名

  （4）所属機関名

  （5）3～5語のキーワード

  （6）連絡先（住所，電話番号，電子メールアドレスなど）

  （7）原稿審査を希望する分野（複数可）

④題目

 　 題目は，和文と英文ともに研究の内容を的確に表現しうるものであること．副題をつける場合には，コロン

（ :）を用い，主題に続ける．主題，副題ともに，英文タイトルの最初の単語は，品詞の種類にかかわらず

第 1文字を大文字にし，その他は，固有名詞など，特に必要な場合以外はすべて小文字とする．

⑤著者名，所属機関名

 　 筆頭著者と共著者ともに，和文と英文にて正式名称を記入する．大学の場合は学部名を，大学院の場合には

研究科名，公官庁や民間団体の場合は部課名まで記入する．

⑥キーワード

  　キーワードは，論文の内容や特色を的確に示し，検索に役立ち得るものとする．題目はそのまま検索の対象

になるので，題目に含まれていないものをキーワードとして記入すること．和文と英文とも 3～5語を記載す

る．本文が和文の場合，和文キーワードは本文の前，英文キーワードは英文抄録の末に記載する．本文が英文

の場合，英文キーワードは本文の前，和文キーワードは和文抄録の末に記載する．

⑦連絡先

  連絡先は，査読過程での諸連絡に用いる．緊急の際に確実に連絡することができる連絡先（電話番号，電子

メールアドレス）を記入する．

5．倫理審査

  　投稿原稿の作成に際して，その記載内容が倫理審査を必要とするものである場合は，事前に倫理審査委員会等

の承認を受けているものとする．

  　人体ならびにヒト組織を対象とした科学研究を取り扱う論文では，その実験は1964年のヘルシンキ宣言

（https://www.wma.net/what-we-do/medical-ethics/declaration-of-helsinki/）で承認された倫理基準，または文部科学

省・厚生労働省および経済産業省により制定された「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」

に従って実施されなければならない．当該研究がこれらのガイドラインに従って実施されたことを投稿論文内に

明記し，さらに倫理委員会等が発行した承認書の承認番号を論文中に記載するものとする．

6．利益相反

  投稿原稿の作成に際して，本学の利益相反（COI）に関する指針に基づきその内容に影響を及ぼしうる資金提
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供，雇用関係，その他個人的な関係が明示されていなければならず，利益相反（COI：conflict of interest）の有

無にかかわらず明記するものとする．

7．謝辞・付記

 謝辞や付記は本文とは分け，それぞれ「謝辞」「付記」の見出し語を用いて記述する．

 以　上



編集後記

『スポーツ科学研究』の第10集をお届けいたします．今号は，巻頭言，原著2編，資料3編を掲載しました．

巻頭言では，競技スポーツを取り巻く環境変化と科学の進展を踏まえ，研究と実践の往還を重ねる重要性，なら

びに，本学スポーツ科学部が学際的研究と現場還元を通じて，競技力向上と次世代人材育成に貢献していく意義に

ついて述べています．

原著論文では，大阪マラソンとびわ湖毎日マラソンの統合をめぐるメディア報道分析と，民学連携による地域ス

ポーツ教室の実践研究の2編を収録しました．前者では，新聞記事を対象にテキストマイニングを用いて報道傾向

を検討し，統合の意義として規模拡大や競技レベル向上，記録志向が強調される一方で，語り方には立場の違いが

反映される可能性を示しています．後者では，学童クラブをめぐる社会的課題を背景に，保護者の期待と子どもの

意識変化を実践前後で検証し，運動参加や夏休みの過ごし方に関する改善を確認しています．あわせて，大学のス

ポーツ資源が地域における学びや居場所づくりに寄与しうる可能性が示唆されています．

資料論文では，スポーツ科学の多様な側面を捉えた3編の研究成果を収録しました．スポーツを媒介とした父親

―娘関係に着目した研究では，国際的事例のレビューを通して，日本における新たなスポーツ実践の可能性を提示

しています．アメリカのプロスポーツイベントの実地観察と有識者へのインタビューに基づく研究では，スポーツ

エンターテイメントの特性と，日本におけるスポーツ消費構造の課題について考察しています．また，青少年期の

スポーツ活動と非認知能力の関係を扱った研究では，近年の研究動向を整理し，社会情動的スキルや非認知能力の

育成に寄与する可能性と，その教育的条件を示しています． 

本号に収録された各論文は，競技スポーツから地域スポーツ，さらには家族・教育・社会との関係に至るまで，

スポーツを多角的に捉え，その可能性と課題を明らかにしています．これらの知見は，研究と実践を行き来しなが

ら新たな価値を創出していくための重要な基盤となるものと考えられます．今年で創設10周年という節目に，こ

れまでの歩みと今後の展望を示す本号を発行できたことを喜ばしく思うとともに，スポーツ科学のさらなる発展と

実践現場への知の還元に寄与する場となることを期待しています．

スポーツ科学部の学術研究および本誌の充実・発展に向けて，皆様からの積極的な投稿と忌憚のないご意見を頂

ければ幸いです．

 スポーツ科学研究編集担当

 井川　純一

スポーツ科学研究　第 10集

編集　スポーツ科学研究所運営委員会

発行　日本大学スポーツ科学部スポーツ科学研究所

〒154－8513 東京都世田谷区下馬三丁目 34 番 1号

TEL 03－6453－1600（事務局代表）

FAX 03－6453－1630（事務局代表）

2026年 3月　発行
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